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序文
　医療緊急事態や環境衛生に関わる世界保健機関（WHO）の不可欠な任務の 1 つが、加盟各国の、緊急事態への備え
や対応、復旧に関する能力を強化するために、政策的助言や支援の提供を行うことである。
　これは、国際保健規則〔International Health Regulations (2005)：IHR〕の実施や、「2023年までに 30億人の人々
の健康を改善する」という、当機関の 13 番目のグローバルな作業プログラムに設定された野心的な目標の一つを達成
することにも関連している。

　2022 年 5 月現在、WHO 加盟国の約半数が、IHR に基づく国家コアキャパシティの状況に関する WHO への年次
報告書の中で、放射線緊急事態への備えの必須要素が未だに欠如していることが報告されている。保健緊急事態への公
衆衛生対応に不可欠な要素としては、リスクを特定し評価する国家能力、緊急医療サービスを提供する国家能力、機能
的な医療施設（例えば、救急車、病院、検査室、薬局）や、質の高い要員、十分な量の必要な医療品と医療機器などを
維持する国家能力、が含まれる。

　COVID-19 パンデミックや他の保健上の緊急事態や人道的危機は、タイムリーで効率的な症例管理（診断と治療の
両方）のために、医療用品や医療機器へのアクセスを確保することの必要性を浮き彫りにした。こうした問題は、必要
不可欠な医薬品や医療機器の国家備蓄を確立すること、あるいは、製造業者や近隣諸国との協定によりこのような必需
品供給へのアクセスの適切な代替措置を講じることで対処が可能である。

　本書では、放射線緊急事態に備えた医療対策、特に放射線障害の治療に必要となる医薬品の国家備蓄に不可欠な要素
を確保するための手順と実践について記述している。また、このようの備蓄のガバナンスと管理についても扱っている。
本書は放射線緊急事態のための備蓄品開発に関する 2007 年の WHO 報告書に代わるものである。本書には、備蓄品
の医薬品リストについての最新情報と、いくつかの国で放射線障害の臨床治療用に最近承認された医薬品に関する追加
情報も掲載している。

　本書は、専門家とパートナーの世界的ネットワークの協力によって作成された。WHO のミッションを支援し、放射
線および原子力緊急事態に対する世界的な準備態勢の強化に貢献してくれた関係各位に感謝したい。

Dr Maria Neira
Assistant Director-General, a.i.
Division of UHC/
Healthier Populations

Dr Michael Ryan
Executive Director
WHO Health 
Emergencies Programme
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略語・頭字語
ARS 急性放射線症候群

ASCO 米国臨床腫瘍学会

CBC 全血球計算

CSF  コロニー刺激因子

DTPA ジエチレントリアミン五酢酸

EML 必須医薬品リスト

FDA(US) 食品医薬品局

IAEA 国際原子力機関

IND 簡易核兵器

IHR 国際保健規則

LET 線エネルギー付与

NPP 原子力発電所

MCM 医療対策

MSCT 間葉系幹細胞療法

PEG ペグ化

RDD 放射性物質散布装置（「汚い爆弾」）

RED 放射線照射装置

REMPAN  緊急被ばく医療準備ネットワーク

SCT 幹細胞療法

WHA 世界保健総会

WHO 世界保健機関

vi

用語解説
急性放射線症候群（Acute radiation syndrome：ARS）

　ARS は、放射線毒性あるいは放射線宿酔としても知ら
れており、非常に短時間（通常数分程度）で透過力のあ
る高線量の放射線照射を身体全体（または身体の大部分）
に受けることで引き起こされる急性疾患。特定の組織で
未分化な組織幹細胞が枯渇することが、この症候群の主
な原因である。

キレート剤

　「放射性核種の体外除去による治療」参照。

サイトカイン

　「免疫調節薬」、もしくは、免疫系の応答を調節したり
変えたりする薬物。造血系サイトカインの例では、造血
細胞の分化と増殖を促進し、白血球、赤血球、血小板数
の増加をもたらす。サイトカインは、小分子量で可溶性の、
原形質膜（細胞膜）を介した細胞シグナル伝達分子で、
免疫細胞および非免疫細胞の間の細胞間コミュニケー
ションを促進し、炎症、感染、外傷部への細胞の動きを
亢進する。

コロニー刺激因子（Colony-stimulating factors：CSF）

　一般的に、CSF は糖タンパク質であり、顆粒球とマク
ロファージ（主に感染症に対して身体を守る役割を担う
免疫細胞）の産生や、さらにはその一部の機能を制御する。
通常は体内で産生されるが、注射すれば薬品として使用
できる。

放射性核種の体外除去による治療

　体内から放射性核種を除去し、それらの取り込みによ
る健康上のリスクを低減するために用いられる治療。消
化管からの吸収の抑制や阻害、同位体希釈、体内からの
排出を促進するための利尿薬、吸着剤、キレート剤の使
用を含む。

用語解説

vii

•キレート化は化学反応の一種で、イオンや分子を金属
イオンに結合させる反応である。キレート剤は、有害
な重金属の血液や組織の濃度を低下させるために用い
られる（例えば、プルシアンブルーは腸内で放射性核
種の 60Co に結合し、自然排出にともない体外に運び出
す）。

•放射性核種の摂取阻害薬は、消化管からの放射性核種
の吸収を低減またはブロックする。

確定的影響

　「組織反応」を参照。

線量、放射線

放射線によって標的内に蓄積されるエネルギーの尺度。
•　　　　：基本的な測定線量。適当な小体積の物質に
電離放射線によって与えられたエネルギーを、その体
積の質量で割ったもの。単位はグレイ（Gy）。1 Gy＝
1ジュール /kg。

•　　　　：線量の尺度で、その線量に起因して生じる
可能性のある放射線障害の量を反映するように設計さ
れている。単位はシーベルト（Sv）である。

線量評価

　物理的方法、生物学的方法、臨床的評価、あるいはモ
デリングや計算を用いることにより、外部被ばくあるい
は内部被ばくからの放射線量を、測定したり計算して、
放射線影響の推定および評価を行うこと。

用量（薬剤の）

　所定量での医薬品化合物の投与のスケジュール。

吸収線量

実効線量
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免疫細胞および非免疫細胞の間の細胞間コミュニケー
ションを促進し、炎症、感染、外傷部への細胞の動きを
亢進する。

コロニー刺激因子（Colony-stimulating factors：CSF）

　一般的に、CSF は糖タンパク質であり、顆粒球とマク
ロファージ（主に感染症に対して身体を守る役割を担う
免疫細胞）の産生や、さらにはその一部の機能を制御する。
通常は体内で産生されるが、注射すれば薬品として使用
できる。

放射性核種の体外除去による治療

　体内から放射性核種を除去し、それらの取り込みによ
る健康上のリスクを低減するために用いられる治療。消
化管からの吸収の抑制や阻害、同位体希釈、体内からの
排出を促進するための利尿薬、吸着剤、キレート剤の使
用を含む。
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•キレート化は化学反応の一種で、イオンや分子を金属
イオンに結合させる反応である。キレート剤は、有害
な重金属の血液や組織の濃度を低下させるために用い
られる（例えば、プルシアンブルーは腸内で放射性核
種の 60Co に結合し、自然排出にともない体外に運び出
す）。

•放射性核種の摂取阻害薬は、消化管からの放射性核種
の吸収を低減またはブロックする。

確定的影響

　「組織反応」を参照。

線量、放射線

放射線によって標的内に蓄積されるエネルギーの尺度。
•　　　　：基本的な測定線量。適当な小体積の物質に
電離放射線によって与えられたエネルギーを、その体
積の質量で割ったもの。単位はグレイ（Gy）。1 Gy＝
1ジュール /kg。

•　　　　：線量の尺度で、その線量に起因して生じる
可能性のある放射線障害の量を反映するように設計さ
れている。単位はシーベルト（Sv）である。

線量評価

　物理的方法、生物学的方法、臨床的評価、あるいはモ
デリングや計算を用いることにより、外部被ばくあるい
は内部被ばくからの放射線量を、測定したり計算して、
放射線影響の推定および評価を行うこと。

用量（薬剤の）

　所定量での医薬品化合物の投与のスケジュール。

吸収線量

実効線量



緊急事態、放射線

　第一に、人命、健康、財産、または環境への災害ある
いは有害事象を軽減するための、非日常的な状況や迅速
な措置を必要とする事象。次のようなものが含まれる。
（i）原子力緊急事態および放射線緊急事態、（ii）起こるで
あろう放射線・原子力災害の影響を軽減するために、迅
速な措置が正当化される状況。
•　　　　　　　：核連鎖反応、あるいは核連鎖反応生
成物の壊変に起因する電離放射線による被ばくをとも
なう緊急事態〔例えば、原子力発電所（原発、NPP）
の炉心溶融（メルトダウン）、核爆発など〕。

•　　　　　　　：電離放射線への被ばくをともなう緊
急事態。事故によるものと計画的なもののどちらもあ
り、核連鎖反応、あるいは核連鎖反応生成物の壊変に
起因する電離放射線によらないもの ( 例えば、放射性
線源の紛失や輸送中の事故にともなう被ばく、医療・
研究・産業施設での放射性線源や被ばく発生装置の不
適切な使用による過剰被ばくなど）。

　本書では簡略化のために、放射線緊急事態と原子力緊
急事態という用語を、発生源やシナリオに関係なく両方
のタイプを包含する「放射線緊急事態」という用語に置
き換えることがある。

成分（医薬品）

　生薬製剤と化学製剤の両方の形態の医薬製品の組成と
用量〔例えば、1 錠剤中のヨウ化カリウム（KI）のミリ
グラム（mg）単位での正確な量〕。

被ばく（放射線への）

　放射線の照射を受ける行為あるいは状態。外部（体外
の線源）、あるいは内部（体内の線源）のどちらもあり得る。
急性も慢性もあり得る。

被ばく経路

　放射線あるいは放射性核種が人間に到達し被ばくを引
き起こす経路。例えば空中の放射性核種による外部被ば
くのように単純であることもあり、放射性核種が沈着し
て汚染した草を食べた牛からの牛乳の摂取による内部被
ばくのように、より複雑な連鎖であることもある。

半減期（放射性核種の）

　放射性崩壊のプロセスにより放射性核種が半分に減少
するのに必要な時間。
•　　　　　　　：生物学的な排出プロセスの結果とし
て特定の組織、器官、あるいは身体の一部において、
放射性核種の量が半分に低減されるのにかかる時間。
内部被ばくの期間と線量を低減するために行う放射性
核種の体外除去治療によって短縮することが可能。

取り込み（放射性核種の）

　ある時間内あるいはある事象の結果として、吸入、摂取、
創傷部の汚染、経皮吸収によって、体内に放射性核種を
取り込む行為あるいはプロセス。取り込みは、急性も慢
性もあり得る。

内部被ばく

　放射性核種の、摂取、吸入、創傷部の汚染、経皮吸収
による体内への取り込みに起因する被ばく。放射性物質
が時間の経過により完全に壊変して放射性ではなくなる
か、自然に（尿や糞便の排泄によって）あるいは放射性
核種の体外除去による治療によって除去されるまで、放
射性核種が存在する組織を照射する。全ての内部汚染が
介入なしに身体から除去できる訳ではないことに留意す
ること。

ヨウ素甲状腺ブロック（ITB）

　放射線災害または原発事故での安定ヨウ素剤（通常は
ヨウ化カリウム錠剤）の投与を含む緊急防護措置で、以
下に述べる状況下におけるもの。（a）放射性ヨウ素によ
る被ばくがある場合、（b）放射性ヨウ素の放出前か放出
直後、（c）放射性ヨウ素の取り込み直前か取り込み直後。

電離放射線

　生体物質においてイオン対を生成する能力を持つ放射
線。電離放射線の例は、α線とβ線、γ線、X 線、中性子
線である。非電離放射線の例は、電場と磁場、電波、マ
イクロ波、光放射である。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：
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原子力緊急事態

生物学的半減期

放射線緊急事態

同位体（放射性核種の項も参照）

　陽子の数は同じ（つまり同じ元素）で、中性子の数が
違う核種。同位体は、安定（非放射性）の場合も、非安定（放
射性）の場合もあり得る。例えば、セシウム（Cs）には
40 の同位体が知られており、その中の 133Cs は安定であ
るが、 他は放射性核種である。

局所（皮膚）放射線障害

　急性の局所的高線量外部照射による、皮膚と皮下の軟
組織、筋組織、骨組織への障害は、皮膚の放射線障害あ
るいは局所的な放射線障害と呼ばれている。

多数死傷者事象

　通常の救急医療サービスが中断するほど多数の被災者
数をもたらす、あらゆる医療緊急事態。

適応内の使用／適応外使用（薬剤の）

　「適応内」使用では、当初承認されたものと同じ適応、
用量、投与経路、患者集団、製剤形態で薬剤を使用するが、
「適応外」では、承認された薬剤を、もともと承認された
病状とは異なる病状に使用する。

放射線

　電離放射線は、原子力緊急事態および放射線緊急事態
の文脈においては、ただ「放射線」とだけ呼ばれること
が多いが、この用語は本来は電離放射線と非電離放射線
の総称である。

放射線モニタリング

　放射線被ばくや放射性物質の評価や制御のための線量
や汚染の測定と、結果の解釈。環境中の放射線レベル（空
気、水、土壌、食物など）のモニタリングと、外部放射
能汚染や内部放射能汚染をモニタリングするために用い
られる。

放射能

　不安定な原子核が、放射線を放出することによりエネ
ルギーを失う性質（放射性崩壊と呼ばれる）。放射能は、
単位時間当たりに一定量の物質で起きる放射性崩壊の数
としても示される。放射能の SI 単位はベクレル（Bq）、
あるいは、1秒当たりの放射性崩壊。

放射性核種

　放射性同位元素あるいは放射性同位体とも呼ばれる。
化学元素の不安定な同位体で、崩壊してより安定になる
際に放射線を放出するもの。放射性核種は自然界に存在
するが、研究目的あるいは医療用途で実験室で作成され
ることもあり、また、放射線または原子力緊急事態の結
果として環境中に放出されることもある。

幹細胞

　幹細胞には多能性細胞が含まれ、体内でさまざまな異
なる種類の細胞に分化することが可能で、身体の修復シ
ステムとして機能する。幹細胞は胚性幹細胞（発生の初
期段階でのみ存在する）と、成人組織に特異的な幹細胞の、
大きく 2 種類に分けられる。幹細胞は、体内の他の細胞
とは次の 3 つの点で異なっている。（i）幹細胞は自己複
製が可能である。（ii）幹細胞は分化しておらず、子孫細
胞が持つような特殊な分化機能を持たない。（iii）幹細胞
は分化、つまり、特殊機能を持つ細胞になることが可能
である。骨髄中の造血幹細胞は、造血系細胞のもとになる。
間葉系幹細胞は、骨組織、脂肪組織、軟骨組織のもとに
なる）。

確率的影響

　がんや遺伝性影響など、単一細胞の損傷に起因する放
射線誘発の健康影響。線量の増加にともない、その頻度
は増加するが、重篤度は増加しない。防護上、しきい線
量は存在しないと仮定されている。確率的影響の例は、
固形がんや白血病である。

用語解説
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同位体（放射性核種の項も参照）

　陽子の数は同じ（つまり同じ元素）で、中性子の数が
違う核種。同位体は、安定（非放射性）の場合も、非安定（放
射性）の場合もあり得る。例えば、セシウム（Cs）には
40 の同位体が知られており、その中の 133Cs は安定であ
るが、 他は放射性核種である。

局所（皮膚）放射線障害

　急性の局所的高線量外部照射による、皮膚と皮下の軟
組織、筋組織、骨組織への障害は、皮膚の放射線障害あ
るいは局所的な放射線障害と呼ばれている。

多数死傷者事象

　通常の救急医療サービスが中断するほど多数の被災者
数をもたらす、あらゆる医療緊急事態。

適応内の使用／適応外使用（薬剤の）

　「適応内」使用では、当初承認されたものと同じ適応、
用量、投与経路、患者集団、製剤形態で薬剤を使用するが、
「適応外」では、承認された薬剤を、もともと承認された
病状とは異なる病状に使用する。

放射線

　電離放射線は、原子力緊急事態および放射線緊急事態
の文脈においては、ただ「放射線」とだけ呼ばれること
が多いが、この用語は本来は電離放射線と非電離放射線
の総称である。

放射線モニタリング

　放射線被ばくや放射性物質の評価や制御のための線量
や汚染の測定と、結果の解釈。環境中の放射線レベル（空
気、水、土壌、食物など）のモニタリングと、外部放射
能汚染や内部放射能汚染をモニタリングするために用い
られる。

放射能

　不安定な原子核が、放射線を放出することによりエネ
ルギーを失う性質（放射性崩壊と呼ばれる）。放射能は、
単位時間当たりに一定量の物質で起きる放射性崩壊の数
としても示される。放射能の SI 単位はベクレル（Bq）、
あるいは、1秒当たりの放射性崩壊。

放射性核種

　放射性同位元素あるいは放射性同位体とも呼ばれる。
化学元素の不安定な同位体で、崩壊してより安定になる
際に放射線を放出するもの。放射性核種は自然界に存在
するが、研究目的あるいは医療用途で実験室で作成され
ることもあり、また、放射線または原子力緊急事態の結
果として環境中に放出されることもある。

幹細胞

　幹細胞には多能性細胞が含まれ、体内でさまざまな異
なる種類の細胞に分化することが可能で、身体の修復シ
ステムとして機能する。幹細胞は胚性幹細胞（発生の初
期段階でのみ存在する）と、成人組織に特異的な幹細胞の、
大きく 2 種類に分けられる。幹細胞は、体内の他の細胞
とは次の 3 つの点で異なっている。（i）幹細胞は自己複
製が可能である。（ii）幹細胞は分化しておらず、子孫細
胞が持つような特殊な分化機能を持たない。（iii）幹細胞
は分化、つまり、特殊機能を持つ細胞になることが可能
である。骨髄中の造血幹細胞は、造血系細胞のもとになる。
間葉系幹細胞は、骨組織、脂肪組織、軟骨組織のもとに
なる）。

確率的影響

　がんや遺伝性影響など、単一細胞の損傷に起因する放
射線誘発の健康影響。線量の増加にともない、その頻度
は増加するが、重篤度は増加しない。防護上、しきい線
量は存在しないと仮定されている。確率的影響の例は、
固形がんや白血病である。
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組織反応（放射線の確定的影響）

　細胞死による組織や臓器の障害。あるしきい値を超え
ると、放射線は組織や臓器の機能を損ない、皮膚の発赤、
脱毛、放射線熱傷や急性放射線症候群（acute radiation 
syndrome：ARS）のような急性の影響を引き起こし得る。
これらの影響は、高線量かつ高線量率ではより深刻であ
る。例えば、急性放射線症候群のしきい線量は、約 1 Sv
（1000 mSv）である。放射線被ばくの初期の組織への影
響は、代謝回転が早い組織で起き、そこでは増殖障害に
より組織形成不全が生じる。晩発性の組織反応は、実質
組織、血管、結合組織の複合的変化に基づくもので、組
織の機能喪失につながる。晩発的影響は、同一臓器にお
ける初期影響と後期影響の相互作用により発生する。非
常に遅い影響の大半は、血管損傷の後障害である。いく
つかの症例では、生体反応修飾剤を含む照射後の処置に
よって、確定的影響を緩和することが可能である。

トリアージ

　臨床治療を迅速化し、利用可能な臨床サービスと施設
の使用を最大限に活用することを目的に、傷病別に被災
者を層別化する、簡易な手順による迅速な方法。

緊急防護措置

　緊急事態が発生した場合に行う防護活動で、効果を発
揮するためには速やかに（通常数時間以内）に実施する
必要がある。もし遅延した場合、その有効性は顕著に低
下してしまうことになる。原子力または放射線緊急事態
において最も一般的に考慮される緊急防護措置は、屋内
退避、ヨウ素甲状腺ブロック、避難、個人の除染、である。
これらに続いて、汚染されたおそれのある食品の摂取制
限など、最初の数日間に実施可能な早期の防護措置があ
る。

ホールボディーカウンター

　体内から放出される電離放射線（通常はγ線）を測定
するための機器で、放射性核種の取り込み（緊急事態あ
るいは医療目的の計画的な取り込みにより発生するもの）
によって体内に存在する放射能の見積もりを提供するも
の。

全身被ばく

　人体の全ての臓器と組織の均一な照射。この用語は線
量評価において用いられる。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：
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　国際保健規則（IHR、2005）は、すべての国に対して、保健上の緊急事態に対応するための、国家レベルの能力の
確立と資源の確保を求めている。しかし、放射線緊急事態への備えは、多くの国において最も脆弱な領域であることが
一貫して報告されている。2021 年の第 74 回世界保健総会では、放射線被ばく管理に必要な医薬品や物資の国家備蓄
の確立、あるいはこれら備蓄品が他の場所で迅速に活用できるよう、必要な能力、資源を構築するよう呼びかけた。

　放射線緊急事態の国家備蓄確立のプロセスは、最も起こりうるシナリオをマッピングすることから始まる。放射線緊
急事態または原子力事故は、原子力発電所または燃料サイクル
施設や、医療施設や研究施設、放射線源や放射性物質を取り扱
う産業環境、あるいは放射性物質の輸送中に起きるおそれがあ
る。個人や社会を攻撃するために悪意を持って故意に放射線が
使用されるおそれもある。しかし、備蓄を準備するための基本
的原則やアプローチは同様である。備蓄の規模や医薬品リスト
は、緊急事態対応の運用コンセプト（国家のリスクプロファイ
ルのために信頼性の高いデータによって推定されたもの）、特
定のシナリオによって影響を受ける可能性がある人口の規模、
その国の医療制度の利用可能な資源や能力、によって異なる。

　あらゆる保健緊急事態に必要とされる一般的な医薬品に加え
て、放射線障害に対処するには特別な医療製品が必要とされる。
製品の製剤形態は、最小限の医学的管理で、大量の死傷者に使
用できる必要がある。保管する必要があるため、冷蔵の必要性
が最小限で有効期間が長い製品が望ましい。どのような保健上
の緊急事態でも、複数の危機的状況に共通する要素の備蓄が求め
られ、放射線緊急事態に迅速に再利用され得る他の物品の備蓄を確保することが重要である。

　ブロック剤や（放射性核種の）体外除去剤、および、サイトカインの使用に関する臨床的エビデンスは限られている。
過去の事故における経験から、放射線障害や内部被ばくの治療に有効性が確認されている薬剤はわずかである。備蓄医
薬品リストに掲載する薬品で、WHO のガイドラインがないケースでは、ワーキンググループの専門家のコンセンサス
と査読プロセスの結果に基づいて、意思決定の全体的な意思決定が行われた。

　放射性核種による内部被ばくは、もしそれらの取り込みがブロックされなかったり、身体から核種が除去されなかっ
た場合は、即時的な健康影響や長期的な健康影響をもたらすおそれがある。放射性核種の体外除去（身体からの除去）
剤とブロック剤は、これらの汚染物質の体内負荷を軽減することができる。例えば、安定ヨウ素剤は、放射性ヨウ素に
よる甲状腺被ばくを防止、あるいは軽減するために投与される。プルシアンブルーは、身体から放射性セシウムを除去
するために用いられる。カルシウムや亜鉛のジエチレントリアミン五酢酸塩（Ca/Zn DTPA）は、放射性超ウラン元
素による内部被ばくの治療に用いられる。これらの備蓄品やその他の備蓄品は、放射線緊急事態に備えて迅速に利用で
きるようにしておく必要がある。

エグゼクティブ・サマリー

エグゼクティブ・サマリー

　本書では、国家備蓄、
特に、放射線障害の治

療に必要とされる医薬品の備蓄
に不可欠な要素を確保するため
の手順と実践について説明し、
そのガバナンスと管理について
取り上げている。また本書は、
放射線および化学緊急事態に向
け た 備 蓄 品 開 発 に 関 す る
2007 年の WHO 報告書に代
わるものである。
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　過剰な放射線被ばくの最も深刻な結果の一つは急性放射線症候群（ARS）である。これは、造血系の症候群として現れ、
被ばくの程度によっては、さらに消化管症候群、心血管系症候群、神経系症候群に進行するおそれがある。本書では、
造血系症候群と消化管症候群の治療のみを取り上げているが、これは、心血管系と神経系の症候群は回復不能であると
考えられ、必要な対応は緩和ケアのみになるからである。他の臨床症状の治療に用いられる一部の医薬品は、国によっ
てはARSの治療薬として承認されている。造血系症候群の治療に選択される医薬品には、サイトカインが含まれるが、
これは血液前駆細胞の増殖を促進し、骨髄系の成熟を亢進し、プログラム細胞死から保護し、細胞の機能を高めるもの
である。現在貧血の臨床管理に用いられている成長因子のエリスロポエチンも、放射線誘発性の貧血を軽減して輸血の
必要性を減らすために投与されている。消化管障害の管理のための医薬品には、体液と電解液の補給に加えて、制吐薬
や止瀉薬が含まれる。ARSに関連した感染症の感染管理には、抗菌薬、抗生物質、抗真菌薬と抗ウイルス薬が投与される。
報告されている放射線被ばくのシナリオのほとんどで、造血系と消化管の障害が早期の死亡の原因となっている。
ARS から生還した人や亜致死線量の被ばくをした人々は、「急性放射線被ばくの遅発性障害」と呼ばれる遅発性の組織
障害を受けやすくなるおそれがあり、現在、遅発性影響に対応するいくつかの製品が研究されている。

　備蓄の維持管理には継続的なモニタリングと評価が必要となり、最新の物流管理システム、輸送や保管の進歩を反映
するために、医薬品リストは定期的な見直しと更新が必要である。備蓄の最新性、正確性、完全性を維持するために、
品質保証と品質管理の手段は継続的に適用しなければならない。備蓄と意思決定のための手順には、医療用品が入手困
難になった場合に備えたトリアージの基準と、配給と配布のための優先順位設定の基準を含めるべきである。
　放射線備蓄のガバナンスと管理は、予想される放射線事故の
種類についての想定に基づいている。放射線備蓄の構築には、
さまざまな専門的技能が必要となる（放射線医学や救急医療の
訓練を受けた医療従事者、検査専門家、薬剤師、緊急事態対応
の調整役、物流の専門家やコミュニケーションの専門家など）。
機器の維持や校正には、医用生体工学の技術者も必要となる。
緊急事態運用を実施する際の全ての職員のスキルを向上させ更
新するために、定期的な訓練を実施すべきである。備蓄の管理
においては、数量が限りがある場合、特定の備蓄品の入手スケ
ジュールや優先順位などを説明するためのコミュニケーション
戦略も必要となる。

　国内の保健当局、医療機関、医薬品供給業者と物流業者、民間防衛機関、救急隊は、それぞれに、備蓄品の開発、維持管理、
使用に関する様々な側面に関して、特定の責任を負っている。これには、適切な国内法の策定、資金調達と入手ルート
の設定や、備蓄品の維持管理、保管、輸送、配備、補充の手配、同時にそれら備蓄品の利用についての監視と評価が含
まれる。備蓄が機能し、緊急時の迅速なアクセスを保証するために、地方、地域、および国の緊急事態対応の関係者や
備蓄管理者間の調整が不可欠である。資源が限られている場合、特に放射線緊急事態のリスクが低い国々では、国家間
で国家備蓄を共有する協定を制定することもできる。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：
政策的助言

xii

　備蓄の準備と管理に
は、法的根拠、計画、資

金調達、持続可能なサプライ
チェーン、保管、サービス提供、
モニタリングと評価、調整、利
用者に対する訓練など、数多く
の要素が含まれる。

　緊急事態対応に関わる全てのステークホルダーの協力に入念に練り上げられた運用概念は、備蓄の管理にとって極め
て重要なものである。これには、備蓄品の使用に関する全般的な戦略と目標、備蓄が使用される条件、備蓄の維持管理
の方法がふれられている。さらに、備蓄運用上の想定にしたがった医薬品リストと規模、購入と契約管理の規定、備蓄
倉庫の場所と施設を定義している。またこれには、在庫管理、緊急事態対応手順、および人員配置の要件の詳細の記載や、
備蓄の地方、地域、国際的な緊急事態対応計画全般への統合の詳細についても記載する必要がある。

　国家備蓄の確立には多額の初期費用がかかり、それを維持するためには、医薬品、消耗品、備品に関して、信頼性で
きる持続可能な入手先と、関専用の財源と人的資源が必要である。備蓄の管理とアクセスには、さまざまなアプローチ
が用いられてきた。在庫はおそらく物理的なもので、物品が購入され、倉庫に保管され、期限切れになったときは備蓄
から取り除かれる。一方で、供給業者によって管理されている在庫は、物品を供給業者のサイトに保管でき、期限切れ
を避けるために、物品は恒常的に入れ替えられる。仮想備蓄では、製造業者あるいは供給業者によって、緊急事態時の
配分用に定められた量の医療製品を取り置きする。

　本書では、備蓄品開発における各国の保健当局の役割と WHO の役割について比較している。WHO は、公衆衛生上
の緊急事態において支援する権限と責任を持った指導的立場の国際機関として、備蓄品開発を含む放射線緊急事態への
公衆衛生の備えと対応について、各国に助言と指針を提供している。保健緊急事態において、WHO は、各国間におけ
る医療物資の調達あるいは共有についても支援する場合がある。

　新規の治療法開発や技術的進歩達成にむけた研究は進展しており、放射線緊急事態の際に使用する新製品を生み出す
可能性がある。本書では、過去に他の症例で適応が承認された製品の再利用の可能性も含めて、最新の技術や製剤形態
をいくつか選んで簡単に紹介している。

　さらに本書では、主要国における国家備蓄の確立と管理についての実践例も示している。

エグゼクティブ・サマリー
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xiv 1

はじめに

1

��� 背景
　国際保健規則（IHR、2005)(1) は、全ての国に対し、保健緊急事態に対応するための国家的能力の確立と資源の確
保を求めている。放射線緊急事態への備えは、多くの国々で、緊急事態への準備において最も脆弱な分野であると常に
報告されている。2021 年、第 74 回世界保健総会の決議は「化学的事象、入域地点のキャパシティ、放射線緊急事態
の分野において、なお一層の持続的努力が必要である」と述べている (2)。求められるキャパシティ、能力、資源には、
ヒトの過剰な放射線被ばくへの対処に必要な医薬品や物資の国家備蓄の確立や、他の場所にある備蓄にアクセスするた
めの取り決めを確認しておくこと、が含まれる。

　すべての国の公衆衛生提供者は、自国民に対して、公衆衛生上の緊急事態で使用する医薬品や物資を提供するよう求
められている。自然災害であれ、人災であれ、パンデミック、テロ攻撃や、武力紛争であれ、人命を脅かす緊急事態に
は大量の医療品が必要となる。世界的な指導的立場にある保健機関として、世界保健機関（WHO）は、このような医
薬品へのアクセスを容易にし、備蓄品を共有するためのアプローチを提供する (3-5)。

　放射線緊急事態のために、WHO は医薬品や医療機器を含む危機対応医薬品等医療対策（medical countermea-
sures：MCM）の国家備蓄の構成について、公衆衛生の専門家に助言を提供している。本書では、国家備蓄の必須要素、
特に、放射線障害の治療に必要となる医薬品を確保するための既存の手順と実践について説明し、そのガバナンスと管
理について述べている。

　本書は、2007 年に発行された放射線および化学緊急事態のための備蓄に関する WHO の報告書に代わるものであ
る (6)。それ以来、放射線障害の臨床管理は大きく進歩している。救急医療、や放射線医学、核医学で使用される概念
や運用法は相互活用され、現在では、災害対策計画の発動、放射線安全、放射線検出、線量評価、患者の安定化、医療
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の分野において、なお一層の持続的努力が必要である」と述べている (2)。求められるキャパシティ、能力、資源には、
ヒトの過剰な放射線被ばくへの対処に必要な医薬品や物資の国家備蓄の確立や、他の場所にある備蓄にアクセスするた
めの取り決めを確認しておくこと、が含まれる。

　すべての国の公衆衛生提供者は、自国民に対して、公衆衛生上の緊急事態で使用する医薬品や物資を提供するよう求
められている。自然災害であれ、人災であれ、パンデミック、テロ攻撃や、武力紛争であれ、人命を脅かす緊急事態に
は大量の医療品が必要となる。世界的な指導的立場にある保健機関として、世界保健機関（WHO）は、このような医
薬品へのアクセスを容易にし、備蓄品を共有するためのアプローチを提供する (3-5)。

　放射線緊急事態のために、WHO は医薬品や医療機器を含む危機対応医薬品等医療対策（medical countermea-
sures：MCM）の国家備蓄の構成について、公衆衛生の専門家に助言を提供している。本書では、国家備蓄の必須要素、
特に、放射線障害の治療に必要となる医薬品を確保するための既存の手順と実践について説明し、そのガバナンスと管
理について述べている。

　本書は、2007 年に発行された放射線および化学緊急事態のための備蓄に関する WHO の報告書に代わるものであ
る (6)。それ以来、放射線障害の臨床管理は大きく進歩している。救急医療、や放射線医学、核医学で使用される概念
や運用法は相互活用され、現在では、災害対策計画の発動、放射線安全、放射線検出、線量評価、患者の安定化、医療
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トリアージ、および除染の基本原則、そして具体的なMCMなどのトピックスが、訓練レベルや専門知識の異なる全て
の医療提供者に対して正式に教えられている。

　地域の医療対応と、放射線・原子力事故に対する地域的、国内的、国際的な計画で明記されている資源との調整は、
対策を成功させるために不可欠であると広く認識されている。新規のMCMに加えて、近年の放射線緊急事態管理の経
験から、患者のニーズへの理解が深まり、放射性核種の体外除去による治療（身体からの除去）の可能性、患者、対応要員、
および一般市民の心理社会的支援の可能性が明らかになってきた (7-12)。さらに、COVID-19 パンデミックのような
保健衛生上の緊急事態は、複雑な公衆衛生上の対応に新たな洞察と理解をもたらし、世界中の国々が、保健衛生上の緊
急事態に対する事前計画を策定している。こうした計画において不可欠の要素となるが、医療機器、医療用物資、医薬
品の備蓄を確立することである。

��� 範囲
　本書は、電離放射線による過剰な外部被ばく・内部被ばくに起因する放射線障害の臨床治療に必要となる医薬品に焦
点を当てている。本書には、放射線および原子力災害緊急事態のための国家備蓄の設定と管理へのアプローチと、ステー
クホルダーの役割が含まれ、MCM の分野における現在の研究概要が簡潔に述べられている。集団発生やその他の保健
緊急事態で使用される一般的なMCMとしては、生物学的製品（ワクチン、血液製剤、抗体など）、医薬品（抗生物質、
抗ウイルス薬、鎮痛剤、輸液など）、機器（生命を脅かす薬物を特定するための検査や、個人用の保護具など）があるが、
本書では、放射線障害の診断、予防、治療のための医薬品と医療機器に焦点を当てている。放射線の検出と測定用の装
置や個人用保護具などその他の医療用品は対象外である。

��� 対象者
　この政策的助言の主要な対象読者は、放射線や原子力緊急事態への準備と対応に責任を負う公衆衛生管理者と公衆衛
生の専門家である。また、放射線緊急事態に対処する医療従事者も読者として想定している。

��� 助言への貢献者
　2021 年に WHO の緊急被ばく医療ネットワーク（REMPAN）のワーキンググループ（WG）が設立された。この
WGは、ガイドライン策定や緊急被ばく医療の専門家など、学際的な専門家とステークホルダーにより構成されていた。
このグループは、プロセスの全段階で意見を提供し、政策的助言の策定において主要な役割を果たした。WG には、6
つの WHO 地域のうち 3 つから専門家が参加しており、利益相反がないことが保証された。本書の作成を進めるにあ
たり、2021年から 2022年にかけて、5回のオンライン会議が開催された。
　外部レビューグループは、関連分野（放射線救急医療、毒性学、備蓄品の運用上の観点など）の専門家と WHO の
技術プログラムの専門家で構成されていた。専門家が本書の草案を査読し、技術的な正確さ、文言の明瞭さ、および実
施への影響について意見を述べた。このフィードバックはWGで議論され、草案に盛り込まれた。
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��� 対立や利害の調整
　WHO の刊行物において、WG のメンバーや他の外部専門家・貢献者に関連する財務上・非財務上の利益相反を開示
して適切に管理することは、極めて重要な部分である。WHO の規則によると、すべての専門家は WHO のプロセスや
会議に参加する前に利害関係を申告しなければならない。そのため、WG のメンバーは全員、政策的助言の作成に携わ
る前に、標準的な WHO の利害関係申告書に記入することが求められた。専門家への参加招請が行われる前に、利益
相反の重大性の評価基準に基づいて、全ての申告書が審査された。受領した利害関係申告書に基づく所見は、関連する
WHOの規則に則ってケースバイケースで管理され、初回会議の開始時に専門家に伝えられた。

��� コンテンツ開発の方法論
　WG は、WHO 2007 報告書を精査し、PubMed やその他のデータベースで科学論文の文献レビューを行い、また、
専門機関や各国の保健当局の合意声明を調査した（各国の実施例は附属書に記載）。これらの情報は、緊急事態シナリ
オに応じた国家備蓄の規模や、臨床転帰（例、ARS）の選択、備蓄医薬品リスト、および備蓄管理に関する助言を決
定する際に考慮された。ブロッキング剤、放射性核種の体外除去剤、およびサイトカインの使用に関する臨床的知見は
限られている。過去の事故において、放射線障害や内部被ばくの治療で有効性が証明されている薬剤の数はわずかであ
る。備蓄医薬品リストに含むべき MCM について WHO ガイドラインがない場合、全体的な意思決定は、WG の専門
家のコンセンサスとピアレビューの結果に基づいて行われた。
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　政策立案者が、放射線緊急事態対応のための国家備蓄の確立を決定するためには、備蓄の範囲や要素を決定する主要
な要因や条件について理解しておかなければならない。本節では、放射線と人体の健康影響について簡単な情報を提供
する（ボックス1）。

　電離放射線による被ばくの程度によっては、外部被ばくと内部被ばくのどちらも、線量依存的で予測可能な組織反応
（確定的影響としても知られる）や、確率的影響を引き起こすことがある。

　組織反応は、急性、亜急性（被ばく後まもなく生じる）、晩発性（被ばくから数か月、あるいは数年後に生じる）の
場合がある。重篤な組織反応としては、組織壊死や組織死という永久的な障害が含まれる。こうした反応の一部は、前
駆細胞や幹細胞の分化や増殖を刺激するサイトカインや成長因子などの生体応答調節剤や、臓器障害を防いだり遅延さ
せる血管修飾薬などを使った、照射後の治療によって緩和することができる。

　高線量・高線量率の電離放射線（主に X 線、γ線、中性子線などの透過力のある放射線）による被ばく後の全身への
影響は、急性放射線症候群（ARS）（「放射線宿酔」としても知られる）につながることがある。ARSは、吐き気、嘔吐、下痢、
発熱、頭痛、倦怠感、認知障害、血液細胞の産生低下（血球減少症）のような臨床兆候や症状のスペクトルとして定義され、
造血系、消化管、心血管系や中枢神経系の障害に起因するという点が特徴である。放射線障害の評価および管理のため
の実践的ガイダンスは、「欧州血液骨髄移植学会ポケットガイド（European Society for Blood and Marrow 
Transplantation pocket guide）」に記載されている (14)。ARSは線量依存的な臨床経過をたどり、前駆期、潜伏期、
顕在期に分類することができる (15)。これらの期間の症状の強さや持続期間は、被ばく線量、線量率、線質に加えて、
合併する外傷、熱傷、既往症、感受性因子などの要因に依存する。それぞれのARS亜症候群について線量しきい値が

放射線の健康影響
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特定されてきた。例えば造血系亜症候群では > 1 Gy、消化管亜症候群では > 6 Gy、神経血管系亜症候群では > 8 
Gy である。

　電離放射線は、不安定な原子から放出される一種のエネルギーで、電磁波（γ線またはX線）や粒子（中性子線、
α線、β線など）の形で伝わる。原子の自発的な自然崩壊は「放射能」と呼ばれる。ヒトは生涯を通じて、日常的
に自然放射線にも人工放射線にもさらされている。自然放射線被ばくは、土壌、水、および空気中に存在する多く
の天然放射性物質の吸入や摂取により起こる。放射線被ばくは、さまざまな経路による内部被ばくや外部被ばく（あ

ボックス1. 放射線についての基本的事実（13）

るいはその組み合わせ）による。例えば、家に居るときに自然のバックグラウンド放射線による被ばく、職場（職
業被ばく）や医療施設における計画的被ばく、あるいは事故や緊急事態の結果としての被ばくなどである。過度の
放射線被ばくは、受けた放射線量によっては生体組織や臓器に障害を与えるおそれがある。障害の程度は、放射線
の種類、影響を受ける組織や臓器の感受性、被ばく経路、関与する放射性同位元素、被ばく者の個人的特性（年齢、
性別、基礎疾患など）や、その他の要因によって変化する。

　受けた放射線の量は被ばく線量として測定される。特定の健康影響のリスクは、線量によって異なる。非常に高
い線量では、放射線は組織や臓器の機能を損ない、皮膚の発赤、脱毛、放射線熱傷、急性放射線症候群、あるいは
死亡などの急性影響をもたらす。線量が高いほど、生物学的影響はより深刻になる。放射線量が低いか、長期にわたっ
て照射受ける場合（低線量率）では、細胞や分子の損傷は修復されうるため、リスクは大幅に低い。自然放射線の
ような極低線量の場合、科学的測定装置の限界から、がんなどの健康影響の原因を放射線に帰することはできず、
この種の影響は放射線量に比例する可能性がある。こうした健康影響は全く起きないこともある。子どもや青少年
は、成人よりも放射線に対して感受性が高く、リスクもより高い。
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　局所放射線障害あるいは皮膚放射線症候群（CRS）は、身体の一部（皮膚や手足など）が電離放射線にさらされた
際に生じる。CRS は、単独で起こることもあれば、体全体の全身障害の一部として起こることもある。工業用の高線
量の放射線源は、機器の誤作動またはユーザーの誤操作による事故が多い。≥15 Gy の局所線量では、線量評価、線量
ガイド下手術、あるいは間葉系幹細胞の適用のような革新的治療法など、特別な治療を要する (16)（6.1 節参照）。こ
の種の障害は、晩発性障害も起きることがあり、軟組織の繊維化あるいはその他の障害をもたらし、身体障害による生
活の質が損なわれるおそれがある。

　確率的影響とは、放射線誘発性の疾患または遺伝性影響である。そのような影響の発生の確率（重篤度ではない）は、
しきい値がない線量関数としてみなされる。このように、確率的事象の発生確率は、放射線量が増加するに従って増加
する。確率的影響は、体細胞の変異によって引き起こされることがあり、被ばくした個人や胎内被ばく後に生まれる子
どものがん (17)も含まれる。

　原子力発電所の事故によって影響を受ける人々のほとんどは、低線量放射線にさらされ、そのほとんどが精神的、心
理社会的な影響を受けるが、中には確率的影響をうけることもある。国家の放射線緊急事態備蓄は、主に確定的影響の
臨床管理に対応するものである。備蓄品のその他の要素には、被ばく線量の減少や、例えば若年で放射性ヨウ素に曝露
された人々の甲状腺がんの予防といった確率的影響のリスクの低減などがある。

国家備蓄：
どこから始めるか？
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　放射線または原子力緊急事態のための準備確保するにあたり、国家の放射線緊急事態用備蓄を確立するために必要な
構成と規模を決定する際には、さまざまな要因が影響する。最初のステップは、最も可能性の高い緊急事態シナリオを
決定するためのリスクマッピングである。国家の放射線緊急事態備蓄計画を正当化するためには、その国のリスクプロ
ファイル、地政学的状況と人口動態状況、利用可能な資源を慎重に分析する必要がある。例えば、原発事故が決して起
こらないであろう小さな島国では、原発事故対策として、優先度の高い公衆衛生関連の資源を使用しない、という決定
を下す可能性もある。

��� 考慮すべきシナリオ
　放射線事故や原子力事故は、原子力発電所あるいは燃料サイクル施設における臨界事故に
より発生する可能性がある。放射線源や放射性物質が使用されている医療施設や研究施設か
ら放射性物質が漏出することもある。ラジオグラフィー、滅菌、坑井検層に放射線が使用さ
れている産業施設や、放射性廃棄物の再処理施設で事故が起きるおそれもある。あるいは、
放射性物質の輸送を含む状況でも、事故のおそれがある。

　1999年9月30日に日本の東海村で発生したような臨界事故では、人々が高フラックスの
中性子線とγ線(18)の照射にさらされる可能性がある。1986年4月26日のウクライナのチェルノブイリや(19)、
2011年3月11日の日本の福島県で(12)発生したような、原子力施設でシビアアクシデントが発生した場合、大量の放
射性物質が環境中に放出されるおそれがあるため、作業者、初期対応者、一般の人々は、空気中の放射線や地面に沈着
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した放射性物質から外部被ばくを受けたり、放射性ヨウ素、セシウムやストロンチウムの放射性同位体、その他アクチ
ニドなどの核分裂生成物と放射化生成物のような放射性核種で汚染された食品や水の摂取を介して内部被ばくする場合
がある。

　医療における放射線の使用が急速に増加しているため、核医学の画像診断や治療におい
て、患者や医療従事者は、誤って過度に被ばくしてしまうおそれがある。

　産業事故は、放射性同位元素の線源の誤操作や紛失により発生したり、線源の製造、輸
送、あるいは使用中に、線源容器や密封、遮蔽が破損した場合に発生することがある。もし
線源の被覆が破裂すると、放射性物質が拡散するおそれがあり、設備や人々の汚染につなが
る。内部被ばくは、放射性物質の吸入、放射性物質の不注意による摂取、創傷部の汚染など
によって起こる(20)。こうした事故は、高い放射線量につながるおそれがある。過去の重大な
放射線事故のほとんどは、60Co、137Cs、238Pu、192Irなどの単一の放射性核種によるものであった。これらの線源
は、すぐ傍にいる1人か数人に著しい外部被ばくを引き起こし得る。被ばくを受ける可能性があるのは施設の作業者
か、あるいは公衆である。

　放射線は、放射性物質散布装置（RDD）や放射線照射装置（RED）、あるいは即製核爆発
装置（IND）により悪意を持って個人や社会を攻撃するために使用される場合がある。さら
に、放射性物質を大量に保有する原子力施設に対して意図的な攻撃が行われ、環境中に大量
の放射性物質が撒き散らされる恐れもある。

　RDDは秘密裡に使用されるか、爆発により相当量の放射性物質を撒布するために使用され
る可能性がある。被害を受ける個人は、破片による外部被ばく、または吸入、摂取、汚染さ
れた創傷部などを通じて内部被ばくを受けるおそれがある。さらに、残存する破片やがれき

からも直接の被ばくを受ける可能性がある。秘密裏に撒布するもう1つの例としては、特定の個人(21)や公衆を標的と
した攻撃で、食物や上水道を故意に汚染するシナリオが挙げられる。
　
　高レベルの放射性物質が組み込まれたRED装置は、標的とする個人や公衆を意図的に被ばくさせるように設計され
ている。例えば、標的とする個人の職場や車内、または、公衆が頻繁に行き交う場所（オフィスビル、ショッピング
モール、映画館など）や公共交通機関などに、遮蔽されていない放射線源を隠すケースが考えられる。

　INDは粗製の核兵器で、精巧さによって核出力が大きく異なる。核出力が高い場合、極端な高温、強力な衝撃波、急
性被ばくによって、爆心地からかなりの距離にわたって致命的な被害をもたらす可能性があ
る。低核出力の即製核爆発装置であっても、大量の放射性核分裂生成物や残存核分裂性物質
が環境中に撒布される恐れがある(22)。核兵器の使用は、軍事紛争や人道危機において、一般
公衆の健康と生命を危険にさらす深刻な脅威であり続けている。

　被ばくのシナリオはさまざまであるが、どのシナリオに対しても、備蓄を確立する際の基
本原則とアプローチはよく似ている。シナリオによって放射線障害の臨床管理の手順が変更
されることはない。国家的・地域的なリスクプロファイル、想定されるシナリオ、潜在的緊
急事態の規模によって、国家備蓄の範囲と規模が決まる。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：
政策的助言

3. 国家備蓄：どこから始めるか？

��� 備蓄の規模
　国家備蓄の規模は、その開発と使用にかかわる運用コンセプトによって決まる（5.3 節参照）。医薬品や医療用品の
量は、（a）予測される死傷者数、（b）緊急治療や長期の治療を必要とする障害の分布、（c）投薬スケジュール、（d）
予想される治療期間、によって決定される。事故に巻き込まれた人数が、必ずしも治療を必要とする患者数を反映する
訳ではないため、医学的処置を必要とする被害者数を現実的に見積るのは難しいかもしれない。さらに、放射線事故時
の人口密度と活動が、医療障害の重症度や医療対応の規模に影響する。

　例えば、密集した都市住民の上空で低核出力（1 kT）の核爆発が起きて放射性物質が放出されると、数十万人がお
そらく高線量・高線量率であろう放射線にさらされる可能性がある。その結果、何万人もの被災者が緊急治療を必要とし、
数十万人の被災者が、心理的・精神的支援を必要とするおそれがある（表 1）。より高核出力（10 kT）装置の場合の
推定値は、2 倍から 3 倍に増加する。放出される放射線のタイプ（線質）（高 LET 放射線か低 LET 放射線か）も、必
要とされる対応に一部関係する。このように、RDD あるいは「汚い爆弾（ダーティボム）」から放出された放射性物質
による被ばく者のうち約1%に、救急医療あるいは緊急医療が必要になると示唆されている (23)。こうしたケースでは、
緊急治療を必要とする人の数は数十人、心理的・精神的支援を必要とする人の数は数千～数万人である可能性がある。

　1986 年のチョルノービリ原発事故後に見られたように、原発事故の際に放出された放射性物質による被ばくのケー
スでは、数百万人もの人々が、低線量の放射線を被ばくするおそれがある (24)。このようなシナリオでは、避難や汚染
された食品や水の摂取制限といった緊急防護措置のほうが、健康を守り、放射線リスクを低減するにはより効率的であ
る。そのため、公衆衛生と医療対応に必要とされるMCMや物資の数は、投与量や治療回数にして数万から数十万（場
合によっては数百万）まで変化する可能性がある。
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表1. 1 kTと10 kTの核爆発による大量死傷者のモデル化されたシナリオa

患者のカテゴリー 放射線量
（Gy）

患者数

1 kTの爆発 10 kTの爆発

複合障害（最小限の治療から集中治療まで）b 1000～3000 15 000～24 000
即死

全ての線量
全ての線量 > 7000 > 13 000

放射性降下物（健康への影響の重大性）
妊婦の治療  ≥ 10 18 000 45 000
集中治療 19 500 79 400
救命治療 33 000 108 000
通常の治療 66 000 70 000

携帯式モニタリング 82 500 139 000
疫学的モニタリング

5～10
3～5
1～3
0.5～1
0.25～0.5 106 000 147 000

他の障害がない場合の、メンタルヘルスと 
心理的健康度のモニタリング < 0.25 > 150 000 > 270 000

許可を得て転載(15)
a　人口200万人の都市を想定し、死傷者の数は、ハザード予測評価能力プログラム・バージョン3.21（アメリカ国防脅威削減局、米国ヴァージニア州フォートベルボア）を用いて推定した
b　複合障害は、放射線障害に加えて、熱傷あるいは鈍的外傷からなる。
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　ヨウ化カリウム（KI）のような放射性核種の取り込み阻害薬や放射性核種の体外除去剤は、被ばく後できるだけ早く、
あるいは KI の場合には予防的にも可能な限り早期に投与されるべきである。多様な放射性核種には、以下のような治
療アプローチが適用される。

•放射性ヨウ素が放出された場合のKI の投与などの治療は、被ばく前か被ばく直後に開始する。
•セシウム由来の放射性核種を除去するためのプルシアンブルーによる体外除去治療は、内部被ばく線量の測定結果を
受けとる前に開始する。

•ジエチレントリアミン五酢酸（DTPA）を用いた放射性核種の体外除去治療などを行う場合は、内部被ばく線量の測
定結果に基づいて治療を行う。内部被ばく線量測定の能力が限られる国々では、このアプローチの使用は限定的に
なるであろう。

　治療期間も考慮すべきである。感染性病原体が、個人的な接近や接触によって広範囲に拡散するのとは対照的に、放
射性物質の拡散は通常、風速や風向によって一地域に限定される。このため、製造業者から契約に従って医薬品や医療
用品が配送されることや、国際支援が迅速に提供されることを前提にすれば、放射線障害の治療には、地域の限定的な
備蓄で十分な場合がある。

　放射線緊急事態に対応する防護の目的は、組織への影響（急性、亜急性、晩発性）を回避あるいは最小限に留め、確
率的影響のリスクを低減することである。場合によっては、多数の人々が治療を必要とし、中には、数ヶ月から数年に
わたる治療が必要になることもある (20)。国家備蓄の規模について正確な助言を行うことは難しい。そのためには、国
内のリスクプロファイル、特定のシナリオの影響を受けるであろう人口の規模、その国の医療能力について信頼性でき
るデータが必要になるためである。国家備蓄の範囲と規模を決定するためには、さまざまなアプローチがとられてきた。

　必要なMCMの種類と量を決定するために、その国に関連する各シナリオのデータ（最も関連性の高いシナリオに含
まれる特定の放射性核種についてのデータ、地理情報や人口動態の情報、潜在的な汚染範囲、その他のデータを含む）
を使用する場合には、シナリオに基づいたモデリングが、国家備蓄の規模を決定するための最も科学的なアプローチと
なり得る。場合によっては、詳細なモデリングは不可能または不要であり、単純な仮定を用いて備蓄すべき特定の薬剤
の量を見積もることができる。放射線シナリオの範囲が定義されている場合には、過去の放射線事故に際して得られた
データが、国家備蓄の規模を決定する際の指針となろう。以下のシナリオは、特に注目に値する。• 核爆発による放射
線被ばくは、被災住民や環境に破滅的な結果をもたらす。多くの国々では、このような事態は起こりえないと考えられ
ているかもしれない。しかし、米国の国家機関により、大都市圏での 10 kT 爆弾の爆発による影響をモデル化したシ
ナリオが、緊急事態対応計画に関わる15シナリオの1つとして提案されるに至り (25)、核爆発による放射線被ばくが、
国家備蓄計画の中で検討されるようになった。こうした爆発によって被災地や被災住民が被る物理的・放射線科学的な
影響は、最先端のモデリングと信頼できる仮定に基づいて詳細に研究されており (26)、避難、屋内退避、線量予測、環
境汚染などの防護措置に関するガイドラインが発行されている (27)。さまざまなカテゴリーでモデル化された死傷者数
を表 1 に示す。医療対応は、生存と重大な疾病の予防に重点を置き、MCM や必需品を提供するために戦略的国家備蓄
を使用することになる。
•RDD による被ばくでは、放射能汚染の初期特性の評価、不均一で線量の高い地域の位置特定、放射能の経時的マッ
ピングのための調査データの取得など、他にも課題がある (23、28)。

•RED による障害の重篤度は、放射性物質の種類と量、対象者が装置の近くで過ごす時間、身体のどの部位に被ばく
するかによって異なる。
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シナリオ
潜在的に
含まれている
放射性同位元素

主要な
健康影響

最も
関連する
医薬品

潜在的に
影響を受ける
人の人数（以前の経験
またはモデリング
データに基づく）

文献
番号

表 2. 含まれる同位体の種類別の4つの放射線緊急事態シナリオで適用可能な医療対策

外部と内部の汚染、
精神・心理的な影
響、がんのリスク
の増加

KI を使用した
ヨウ素甲状腺
ブロック a

ARS患者への
CSF投与
緊急事対応要員
へのKI利用

内部汚染用の薬
剤
- Cs：プルシア
ンブルー
- Am、Pu：Ca 
D T P A 、 Z n  
DTPA
- Po：DMPS
- Sr：アルギン
酸塩

ARS 患者のた
めのサイトカイ
ンと成長因子

大量の死傷者：死亡、
熱傷、外傷、複合障
害、ARS、皮 膚 放
射線症候群、精神的
影響、がんのリスク
の増加

放射性の粒子、ち
り、粉末による外
部汚染
放射性の破片で汚
染された傷
精神・心理的影響

内部汚染（標的器官
は核種によって異な
る）
α核種により致命的
な転帰になるおそれ
（例、210Po 中毒）
がんのリスクの増加

高線量の全身外部
被ばくと ARS を引
き起こす可能性が
あ る。人 数 は、シ
ナリオ、放射能の
大きさ、線源の種
類／照射線量率、
接近していた時間、
によって異なる。

核施設付近の集団 ‒ 緊
急時防護措置準備区域
（UPZ）

人口 200 万の都市にお
いて、≤200000 人に救
命治療が必要

ブラジルのゴイアニアでの
事故では、<1% が Cs の
放射性同位元素の内部汚染
のためにプルシアンブルー
による（放射性核種の）体
外除去を必要とした。
モデル化されたシナリオで
は、60000 人が 30～ 90
日間 DTPA 治療を必要と
する可能性がある c

シナリオの変動が大き
いため、入手可能な例
は存在しない。

事故的な局所的被ばく
はほとんど報告されて
いない（例、工業用の
放射線源である 192Ir と
60Co の誤使用）。意図的
なシナリオについては、
モデリングデータはな
い。

原発事故 大きな影響：
I、Cs

限定的な影響：
Pu、Sr、他多数

19、24

核爆発
（≤10 kT）b

多数の半減期の
短い放射性同位
元素：例、I、
Cs、Su、Pu、
U

29、30

放射性物質
散布装置

研究に用いられる
Cs、Am、Su、I、
および他の放射性
同位元素。Ir、Co、
Po、Pu、および
他のものも使用
されることがある。

20、
23、31 

放射性同位元素
による中毒

21

放射線照射
装置 d

あらゆるγ核種
同位体特異的な
治療は存在しな
い。

N/A
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a　原発事故による被ばく後は、単回投与で十分である。40歳未満の成人には安定ヨウ素130 mg の投与が推奨される（3.2.1 節参照）。この推定値は2008年のUNSCEARの報告書に由来
したもので (19)、当該報告には、チェルノブイリ原発事故後に汚染区域にいて被ばくした一般住民および作業者（約700万人）と、原発からさらに離れた場所の住民（約9800万人）が
含まれていた。1億人分という控えめに見積もられた投与量には、UPZ外で 1TBの取り込みを生じる遠方地域の住民も含まれている。この数字は、人口密度とその他の要因によって異なる。
しかし、UPZよりも遠方にいて、ヨウ素甲状腺ブロックの使用基準に該当する線量の放射性ヨウ素にさらされる可能性は極めて低い。

b　核爆発に起因する被ばくについては、放射性降下物（残留放射線）のみを対象としている。放射線被ばくに加えて、重大な外傷と熱傷も発生するおそれがある。初期の放射性降下物は主に
半減期の短い放射性核種からなり、外部照射の治療や、緊急対応要員のKI 投与が必要となる。地域や他の場所での後期の放射性降下物は、半減期の短い核種、中程度、あるいは長半減期核
種で構成され、汚染食品や飲料水の摂取制限などの公衆衛生対策を必要とする。

c　備蓄量はプルシアンブルーの1日の投与量で見積もられる。
d　放射線照射装置による被ばくが、大量の放射性核種の取り込みにつながるとは考えにくい。そのため、管理についてはARSの可能性があるケースに対してのみ考慮される。外部照射に起因
するARSの治療は、全ての放射性核種において同様である。

備蓄の医薬品リスト

��� 放射線緊急事態のための備蓄要素
　放射線備蓄には、外傷用キット、輸液、鎮痛剤、抗生物質などの一般的な医療用品に加えて、いくつか特定の要素（医
薬品や医療機器）が含まれる。

　放射線緊急事態では特別な医療用品が必要とされるため、大量の死傷者に迅速に使用できるような剤形にすることが
重要である。そのため、投与経路は、静脈注射よりも、例えば経口、皮下、経皮、吸入、筋肉内など、最小限の医学的
観察で済むものにすべきである。もし利用可能であれば、小児または高齢者向けの経口用の液体製剤（あるいは、錠剤
やカプセルを調合するための具体的な手順）を検討してよい。さらに、子どもへの投薬量は、体重だけで計算すること
はできない。エンドユーザー（供給業者、緊急事態対応計画者と管理者、政府の備蓄管理者等）が、医薬品を選択する
場合には、保管上考慮事項が重要な要素となるため、冷蔵の必要性が最小限で保存期限が長い製品が望ましい。備蓄さ
れた製品が、すべての集団、特に子どもや妊婦に対して安全に投与でき、他の要件もできるだけ満たすように配慮しな
ければならない。

　被ばく線量を評価し、それによって多数の潜在的被ばく者をトリアージするための機器は、低侵襲性で、迅速性を持ち、
かつ放射線に特化したものであることが要求されるため、死傷者数が大量であるようなケースでは使用は限られるかも
しれない。また、あらゆる種類の放射線やあらゆる被ばく経路による個人被ばく線量を測定できる万能の携帯用機器は
存在しない。放射線緊急事態で通常使用される機器については、一般的な情報として本節で概略程度に言及するにとど
め、本書の範囲には含めない。
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表3. 主要国における主要なMCMの規制状況（2022年10月現在）

薬品
国名

カナダ ドイツ フランス 英国 日本
ロシア
連邦 米国

ヨウ化カリウム（KI） +a + + + + + +

プルシアンブルー ‒ + + ‒b + + +

CaまたはZn DTPA ‒ b + + o + + (+)

アルギン酸塩 o o o o o o +

アルミニウム制酸剤 o o o o o o o

炭酸水素ナトリウム o o o o o o +

（ペグ）フィルグラスチム（G-CSF） o o o o o o +

サルグラモスチム／モルグラモスチム（GM-CSF） ‒ ‒ ‒ ‒ o ‒ +

ロミプロスチム o o o o o o +

+ 放射性核種の取り込みまたは放射線障害関連の適応に対するMCMとして承認されている（適応内利用）。

(+) 承認されていたが生産中止（製造業者などにより）

o 放射性核種の取り込みあるいは放射線障害には関連しない他の病態について承認されている（適応外）。

- 現在承認されていない。

　生物学的、あるいは臨床的な他の方法、例えば嘔吐までの時間、リンパ球減少の動態 (32)、ソフトウェアツール
(33)、METREPOL 基準の使用 (34)、細胞遺伝学的バイオドシメトリーも、極めて有益である。緊急事態の際には、迅
速な診断と線量評価が行えるように、地域や国家の備蓄、あるいは商業的サプライヤーを通して、必要な試薬や消耗品
に迅速にアクセスできるようにしておかなければならない。

　さらに、どのような公衆衛生上の緊急事態であっても、個人用保護具、外傷用キット、抗生物質やその他の一般的医
薬品、蘇生液、緩和ケアの物品など、複数の災害的状況に共通の備蓄品が必要になる。そのため、すでに備蓄されてい
て放射線緊急事態で迅速に再利用可能な他の製品についても、活用できるかどうか調査しておくことが重要である。本
書では、放射線緊急事態で用いられる医薬品のみを取り上げる。

　備蓄医薬品リストの要素は、各国の薬事規制と承認の対象となり、MCM の規制状況は国ごとに異なる。表 3 は、い
くつかの国で放射線障害に対して適応内あるいは適応外で規制当局の承認が与えられている、主要なMCMの概要を示
す。さらに、次節以降の備蓄要素の説明には、WHO必須医薬品モデルリスト（EML）への収載の有無も示している。

G-CSF：顆粒球コロニー刺激因子、GM-CSF：顆粒球およびマクロファージコロニー刺激因子、PEG：PEG化。
a　自然健康製品として。
b　特別なアクセスプログラムを通じて輸入されている。

4. 備蓄の医薬品リスト

��� 内部被ばく
　放射性物質の吸入、摂取、あるいは傷口の汚染は、体内の組織や臓器への放射性核種の取り込みをもたらし、急性の
あるいは晩発性の健康影響につながるおそれがある。放射性核種によって標的とする臓器が異なり（図 1 参照）、人体
内での挙動も異なる。幸い、ブロック剤（ヨウ化カリウム（KI）など）は放射性核種の取り込みを防ぎ、放射性核種
の体外除去治療（キレート剤の使用など）は、核種を除去して負荷を軽減し、放射線健康影響のリスクを低減する (35)。

15

図1. 一般的な内部被ばく核種の主な標的器官
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　現在いくつかのアプローチが利用可能であるが、それらは限られた放射性核種のみにしか対応しておらず、また、静
脈内投与を繰り返す必要があるものもある。そのため、大規模集団の治療により適した投与経路を持つ新製品開発に研
究投資が行われてきた（6.1節参照）。内部被ばくの予防と管理のための、既存の放射性核種体外除去剤やブロック剤
の活用については後述する。

背景：放射性ヨウ素は、原子力事故の際にプルームあるいは雲となって放出され、環境を汚
染するおそれがある。汚染された空気の吸入や汚染された食品や飲料水の摂取は、放射性ヨ
ウ素の内部被ばくと、主に甲状腺での取り込みにつながるおそれがある。病理学的に明らか
にされたのは、0～ 18 歳で放射性ヨウ素の内部被ばくを受けると甲状腺がんのリスクが増
加することである。食品や飲料水の摂取管理と共に、通常 KI 錠剤として安定ヨウ素を経口投
与することは、ヨウ素甲状腺ブロック（ITB）と呼ばれ、事故的に放出された放射性ヨウ素に
さらされた人々の甲状腺がんのリスクを低減させるうえで、適切な戦略とみなされている。
この予防法は、多くの加盟各国の準備計画に含まれている。KI の適切な使用についてのガイ
ダンスが WHO や他の機関から発表されており、KI は、適時に投与されれば比較的安全で効
果的である (35、36)。

具体的な用量と治療期間：KI の推奨投与量は年齢によって異なる（表4参照）。通常、KI は単回投与で十分 (35)であ
るが、長時間（>24 h）の被ばくや、反復暴露、汚染された食品や飲料水の摂取がやむを得ない場合、避難が不可能
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ヨウ化カリウム（KI）

化学名 ヨウ化カリウム（KI）
EML 2021 その他の適応として収載
適応 甲状腺への放射性ヨウ素の蓄積の予防
投与経路 経口（割りやすい錠剤；一部の国々では子どもに対してはゲルまたは液体）
用量 >12歳の人々に対して130 mg KI（ヨウ化物100 mg）（小児科的な用量については表4参照）
使用期限 通常5年、延長の可能性あり。

表4. 年齢層ごとのKIの推奨用量(35)

年齢層 ヨウ素の質量
（mg）

KIの質量
（mg）

130 mg錠剤* 
1錠の割分

65 mg錠剤
1錠の割分

新生児（0～1か月）

乳幼児（1か月～3歳）

子ども（3～12歳）

成人と青少年（>12歳）

12.5

25

50

100

16

32

65

130

1/8

1/4

1/2

1

1/4

1/2

1

2
*製造業者によっては125mg KI錠剤となっている。含まれるヨウ素の質量は同様である。

4. 備蓄の医薬品リスト

効能：治療の有効性は、放射性ヨウ素の薬物動態に依存する。ヨウ素はヨウ化物として迅速かつ完全に吸収される。放
射性ヨウ素（主に 131I）は、Na‒I シンポーターによる担体輸送によって甲状腺に濃縮されるため、安定ヨウ素の投与
はシンポーターのブロックにつながり、甲状腺での放射性ヨウ素の吸収を制限して内部被ばくの期間を短縮する。放射
性ヨウ素へのばく露前かばく露時に安定ヨウ素を投与すれば、甲状腺が安定ヨウ素によって飽和状態になるため吸収が
ブロックされ、甲状腺の内部被ばくを効果的に減らすことができる。安定ヨウ素の投与の最適期間は、ばく露開始が予
想される24時間前までかばく露後2時間以内までである。

禁忌：KI に対する過敏症は禁忌と考えられる。それ以外は、いくつかの稀な免疫疾患（疱疹状皮膚炎や低補体血症性
血管炎）などの既往例を除いて、KI の経口投与に対する禁忌はない。

副作用：副作用のリスクグループには、甲状腺疾患やヨウ素過敏症の既往症のある人々が含まれる。甲状腺疾患の既往の
ある患者では、甲状腺の副作用が頻繁に起きるおそれがある。例えば、ヨウ素欠乏地域に住む成人において、加齢とともに
発症することがあるバセドウ病や機能性「ホット」甲状腺結節などである。）。甲状腺以外の副作用は、最も軽度な症例では
まれであり、最も重度の症例でも例外的である（<2%で嘔吐や下痢、胃痛をともなう消化器系疾患、<1%で軽度な皮疹）。

安定性と保管：密閉包装され、乾燥した涼しい場所に保管された錠剤は、5 年間完全にヨウ素含有量を保持する。5 年
後に、ヨウ素含有量を確認する必要があり、もし保管期間延長を検証するための正式なプロトコルが確立され、認証さ
れている場合は、必要に応じて有効期間は延長される。全く同様の条件下で、有効期間はさらに延長することが可能で
ある (37)。

背景：ある種の放射性核種を誤って吸入したり摂取したりすると、さまざまな放射性核種が種々の組織や臓器を標的と
した内部被ばくにつながる。放射性核種の一部は血流にのって標的臓器に沈着し（図 1 参照）、全身あるいは局所の放
射線影響を引き起こす場合がある。このような場合、消化管からの吸収を低減するために、放射性核種の体外除去治療
が行われたり、体内から放射性核種を除去するために、同位体希釈剤や、利尿薬、吸着剤、キレート剤などが使用される。
例えば、一部の国々では、経口プルシアンブルーカプセルは、放射性セシウムの内部汚染の治療薬として承認されており、
Ca および Zn DTPA は、超ウラン放射性核種（Pu、Am、Cm など）による汚染の治療薬として、静脈内注射かネブ
ライザーによる投与が承認されている (36)。
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プルシアンブルー（PB）
化学名 FeIII4[FeII(CN)6]3 x H2O、フェロシアン化第二鉄、PB
EML 2021 ヘキサシアノ鉄酸カリウムが、他の適応に記載されている。
適応 放射性Cs同位元素の取り込み、Tl中毒
投与経路 経口、500 mgカプセルまたは錠剤
用量 通常3 × 1 g/日を30～90日間
有効期間 通常5年、有効期間の延長は技術的には可能。
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具体的な用量：放射性セシウム中毒に対して推奨される通常の投与量は3 g/ 日で、24時間
の間にできるだけ等分になるように投与する（通常8時間ごとに1 g ずつ）。最大20 g/ 日
までの投与は安全であるとみなされている。さまざまな投与間隔が提案されている。初回投与
量は3 g 以上で、摂取から数時間以内が妥当であると考えられている。吸入後の排泄率は、
腸肝循環に分泌されるCsの量に依存し (45)、したがって、最初に大量投与することに利点は
ない。さらに、高用量の副作用と考えられる便秘は、腸内でのCsの滞留時間を長くし、消化
管への照射線量を高くする可能性がある。大きなカプセルの嚥下が困難な小児や高齢者向けに
液体製剤のプルシアンブルーが開発されている (38)。

治療の開始：プルシアンブルー療法の開始が早いほど、放射性核種の早期除去に効果的である。治療開始が初日であれ
ば、実効線量を61%低減でき、10日目に開始された場合は53%減少できることが報告されている。治療期間を長
くすることで有効性を高めることは可能であるが、治療開始の遅れを治療期間の延長で補うには限界がある。

治療期間：プルシアンブルーによる治療期間は汚染の程度によって異なるが、メーカーによると、30日以上である。
効果は、プラトー到達前の最大90日間の治療でさらに高まるようである (39)。治療効果をモニターするために、残存
する放射性Csの放射能を定期的に測定することが推奨される。

効能：経口投与されたプルシアンブルー (40)は、腸内でイオン・スカベンジャーとして作用する。プルシアンブルーは、
消化管では吸収されないが、腸内のCsイオンと結合して糞便中への排泄を促進する。プルシアンブルー治療を行わな
かった場合の糞便／尿中排泄率は0.15 と報告されているが、プルシアンブルー治療により4倍まで増加する（投与量
によって異なる）(40)。プルシアンブルーは成人の放射性セシウムの生物学的半減期を約65%短縮する (41)。

安定性と保管：プルシアンブルーは常温で安定である。欧州連合（EU）と米国で使用される製品は、欧州医薬品庁と
米国食品医薬品局（FDA）により5年間の保存期間が承認されている。
プルシアンブルーは消化管でほとんど吸収されないが、長期保存の際に懸念されるのは、消化管で吸収される可能性の
ある有害な分解生成物の発生である。シアン化物がプルシアンブルーの35～ 40%（結晶水にによる）を占めるため、
懸念される主な分解産物はシアン化水素（青酸）である (42)。室温条件（20～ 22℃、相対湿度40～ 60%）で 10
年間保管した場合、プルシアンブルーは熱力学的には安定であったが、結合水は失われていた。ただし、シアン化物の
遊離は、使用不可能になる程度までは増加しない。In vitroの非常に悲観的な条件下で遊離する量は約75 µg/gであり、
20gの最大用量（ヒトの最大耐量は70 kg の男性で 14.4 mg）のプルシアンブルーが投与された場合、最大で、1.5 
mg のシアン化物にばく露することになる (43)。しかし、Cs結合能は、結合水の喪失にともなって著しく減少し、10
年間保存した場合、358 mg/g ではなく 265 mg/g になっていた (44)（プルシアンブルーのCs結合能に関する米国
FDAの規格では>150 mg/g である）。

Cs

4. 備蓄の医薬品リスト

詳細な適応：超ウラン元素（Am、Pu、Cm、Cf、Bk）や、Ac、Ce、Cr、Co、Es、Eu、In、La、Mn、Nb、Pd、
Ru、Sc、Th、Y、Zn、Zr、Pm(47) の体外除去に使用される (48)。腎毒性を引き起こすおそれがあるため、U、Np、
Cdの体外除去には（有効ではあるが）推奨されない。

具体的な用量：成人への初回投与量は、最初の 5 日間は 1 日 1 g（1 日当たり 15 mg/kg、1 アンプル）。5 日目以降
は投与間隔を長くし、週 2～3 回の注射を 6 週間続ける。12 歳未満の子どもには、1 g を越えない範囲で、14 
mg/kg の投与が推奨される (47)。治療効果によっては、6 週間の休薬が推奨される。その後、投与量のプラトーが達
成されるまで、3週間の投与と、3週間の休薬を繰り返す。
DTPA 溶液を 20 mL の生理食塩水または 5% ブドウ糖液に添加し、15 分かけて投与する。また、250 mL 希釈液に
1 g の DTPA 溶液を溶解し、30～ 120 分かけて点滴する方法も、忍容性が高い。アクチニドで汚染された傷口につ
いては、100 mL の生理食塩水で 1 g Ca DTPA と 10 mL 2% リドカインの溶液を希釈したもので洗浄することも検
討してよい。吸入治療については、1 g の DTPAを滅菌水あるいは生理食塩水で1：1に希釈して調製される。

治療開始時期：DTPA は被ばく後できるだけ早く、理想的には最初の 24 時間以内に投与すべきである。もし早期投
与が不可能な場合は、いつでも治療を開始することができる。しかし、放射性核種が骨やその他の臓器に沈着すると、
効果は大幅に低下する (47、48)。Ca DTPAは Zn DTPAと比べて、超ウラン元素に対する結合親和性が高いため（約
10 倍）、投与後 24 時間以内に、より早く放射性核種を除去する。その後、Zn DTPA の方が身体からの必須微量元素
の消去が少ないため、可能であれば、Zn DTPA に治療を変更すべきである。もし Zn DTPA が入手できない場合は、
亜鉛（Zn）の補充とともに、Ca DTPA を長期治療として投与することが可能である (47、48)。もし Ca DTPA が初
回投与として利用可能ではない場合、Zn DTPAを投与してもよい (47、49)。

治療期間：治療期間は放射性同位元素の量と種類によって異なる。尿中の放射性同位元素濃度を定期的にモニターし、
もし排泄率が上昇する場合には治療を継続する。ほとんどの場合、最初の 5 日間の治療で体内に取り込まれた超ウラ
ン核種のほとんどが排出される。DTPAによる長期治療が必要な場合、血清中の内在性金属（例えば、Zn、Mg、Mn）と、
これらに関連する酵素をモニターする必要があり、Zn を含有するミネラルサプリメントを検討すべきである。アルカ
リホスファターゼは、DTPA治療時の必須金属の不均衡のよい指標である (50)。

効果：DTPA は、多くの多価カチオン（超ウランなど）と水溶性のキレート錯体を形成するため、溶解度が高まり、
結果的に尿中排泄率が向上する。U のような腎毒性の放射性核種は、腎臓の障害を避けるために、DTPA で体外除去
すべきではない。経口での生体利用効率は 10% 未満で、エアロゾルとして吸入した場合のバイオアベイラビリティは
20～ 30% である DTPA は、24 時間以内に投与された場合、可溶型の Pu と Am（PuO2（NO3）x 22 H2O など）
の線量を 80% 減少させることが可能である (48)。これに対して、PuO2 のような酸化物は、肺に優先的に沈着し、粒
径によっては、胸部リンパ節や肝臓、骨に数ヶ月間留まるおそれがある。このような症例でのDTPAの薬効は25%
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キレート剤：Ca DTPAおよびZn DTPA
化学名 Ca-またはZn-ジエチレントリアミン五酢酸塩。

CaNa3DTPA：Ca DTPA
ZnNa3DTPA：Zn DTPA

 
 

EML 2021 未収載
適応 超ウラン元素あるいは他の多価カチオン元素の体外除去
投与経路

用量 1日1 gを5日間
週2～3回の注射で6週間。その後一時中断し、総期間は反応に応じて変わる。

保存期間 無菌製剤を15～30℃で保管する場合に5年間

点滴静脈内注射、吸入（吸入された放射性核種の体外除去のため）、局所適用（傷
の除染のため）が通例である(36)。経口製剤も検討されたが、効果不十分であるこ
とが示された(45、46)。
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結果的に尿中排泄率が向上する。U のような腎毒性の放射性核種は、腎臓の障害を避けるために、DTPA で体外除去
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径によっては、胸部リンパ節や肝臓、骨に数ヶ月間留まるおそれがある。このような症例でのDTPAの薬効は25%
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キレート剤：Ca DTPAおよびZn DTPA
化学名 Ca-またはZn-ジエチレントリアミン五酢酸塩。

CaNa3DTPA：Ca DTPA
ZnNa3DTPA：Zn DTPA

 
 

EML 2021 未収載
適応 超ウラン元素あるいは他の多価カチオン元素の体外除去
投与経路

用量 1日1 gを5日間
週2～3回の注射で6週間。その後一時中断し、総期間は反応に応じて変わる。

保存期間 無菌製剤を15～30℃で保管する場合に5年間

点滴静脈内注射、吸入（吸入された放射性核種の体外除去のため）、局所適用（傷
の除染のため）が通例である(36)。経口製剤も検討されたが、効果不十分であるこ
とが示された(45、46)。



未満である。
Ca DTPA は、腎炎症候群や腎不全の場合には禁忌である (48)。Ca DTPA には催奇性があるため、妊娠中は Zn 
DTPAのみが投与される。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：
政策的助言
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アルミニウム含有制酸剤およびアルギン酸塩
化学名 AlPO4、リン酸アルミニウム、アルギン酸ナトリウム
EML 2021 未収載
適応 放射性Srの摂取
投与経路 経口
用量 100 mLリン酸アルミニウムゲル、または10 gアルギン酸ナトリウム
有効期間 リン酸アルミニウムの懸濁液：3年　アルギン酸塩の懸濁液：2年

炭酸水素ナトリウム（重曹）
化学名 NaHCO3 炭酸水素ナトリウム
EML 2021 他の適応における非経口用途で収載されている。
適応 放射性Uの内部移行
投与経路 点滴静脈内注射、経口
用量 静脈注射用：1時間当たり最大1.5 mmol/体重kg　経口：4時間ごとに2錠（1.0～1.3 g）
有効期間 静脈注射用：2年　錠剤：3年

具体的な用量と治療期間：リン酸アルミニウムゲル 100 mL（増量は効果なし）、あるいはアルギン酸ナトリウム 10 
gを数日間、毎日投与する。最適な効果を得るためには、摂取前か摂取後2時間以内に治療を開始する。投与が遅れると、
吸収線量が増大する。摂取したSr が完全に消化管から吸収された後では、期待できる効果はわずかである (48)。

効能：アルミニウム含有制酸剤は、ヒトにおいて、Sr の放射性核種を経口摂取する直前か2時間後までに使用すると、
Sr の排泄率を増加させることが示されている (48)。アルギン酸はアルギン酸ナトリウムとして提供され、Na が Sr と
交換され、Sr も排泄される。アルギン酸塩は、子どもと妊婦の制酸剤として承認されているという利点がある。

安定性と保管：経口投与用のアルギン酸塩の懸濁液は、製造業者の表記によると保存可能期間は 2 年とされる。リン
酸アルミニウムの懸濁液は保存可能期間は 3 年と表記されている。もし製剤ではなく活性物質を単独で保管する場合、
活性物質の再試験の推奨期限は5年である。

具体的な用量と治療期間：静脈内投与用の炭酸水素ナトリウム（重曹）は、一般的には 4.2%（500 mM）または
8.4%（1 M）溶液として供給されているが、他の濃度の溶液も入手可能である。U 中毒での使用に関する情報はほと
んどないが、1 時間以内であれば 1.5 mmol/ 体重 kg の点滴は安全であると考えられており、1 L の 0.9% NaCl 溶
液または 5% ブドウ糖溶液に入れて投与することが可能である。輸液量は 250 mL まで減らすことが可能であるが、
1.5 mmol/ 体重 kgという点滴速度（滴下速度）を超えてはならない。経口投与の場合、炭酸水素ナトリウムは一般的に、
500～ 650 mg の用量範囲の制酸錠剤として供給されるのが一般的である。4時間ごとに2錠であれば安全であると

考えられる。治療中は 1 時間おきに尿の pH をモニターし、pH8～ 9 の範囲を維持する (51)。1 日の投与量は、この
治療目標量に合わせて調整され、治療は3日間継続される。
炭酸水素ナトリウムが低カリウム血症や呼吸性アシドーシスを誘発するとの報告もあるため (48)。血液検査、カリウム
濃度、心電図検査、尿検査などの総合的な代謝パネルを含む、慎重な管理のもとで行う必要がある。

効能：炭酸水素ナトリウムは尿をアルカリ性にし、pH ≥8 で主としてウラニルトリカーボネートを形成する。この安
定な錯体は、腎尿細管細胞との相互作用が少なく、ラットでの腎毒性が低かった (51)。

安定性と保管：点滴用の炭酸水素ナトリウム溶液について、1 M 溶液の制限要因は微生物学的な安定性であり、推奨
される使用期間は常温で 2 年間である。使用可能な濃度に希釈した後は、濃度にもよるが、物理化学的な安定性は、
冷蔵庫で7日間、常温では30～ 48時間に短くなる (52)。
経口投与の場合、炭酸水素ナトリウム錠剤の保存可能期間は常温で 3 年である。純物質は 3 年後に再検査を行う必要
がある。

4. 備蓄の医薬品リスト
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��� 急性放射線症候群
　高線量の電離放射線の被ばくは、造血系、消化管、心血管系および神経系の症候群として現れる ARS を引き起こす
おそれがある（図2）。心血管系と神経系の症候群は回復不能であると考えられており、緩和ケアのみを必要とするため、
本書では、最初の2症候群（造血系と消化管）の治療を取り扱う。

図2. 放射線量のレベルごとの末梢血中における好中球数の動態(34)
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背景：他の臨床症状の治療に使用されるある種の医薬品は、ARS と局所放射線障害を含む放射線誘発障害の管理にも
有効であり (53)、一部の国では ARS の管理に承認されている。例えば、骨髄系細胞（顆粒球等）（G-CSF）あるいは
顆粒球およびマクロファージ（GM-CSF）を標的とする成長因子（サイトカイン等）は、顆粒球系前駆細胞あるいは
顆粒球‒マクロファージ系前駆細胞の増殖を亢進し、骨髄系の成熟を促進し、プログラム細胞死（アポトーシス等）か
ら保護し、細胞機能を増強する (54、55)。成長因子を用いた放射線誘発急性造血障害の臨床的管理についての概説が
ある (56)。

　骨髄の成長因子は、放射線被ばくによる好中球減少症を軽減するために、放射線被ばくによる急性および遅発性障害
の治療のための MCM として開発されてきた。これらは急性放射線症候群の治療薬として米国食品医薬品局（FDA）
によって承認されており、フィルグラスチム、ペグフィルグラスチム、サルグラモスチムが、大量死傷者をともなう緊
急事態での使用用途で米国の備蓄品に含まれている (57、58)。もう一つの成長因子であるロミプロスチムは、骨髄に
おける血小板産生を増加させることにより、放射線誘発血小板減少症を軽減するもので、後に、ARS 治療薬として
FDAに承認され（59）、備蓄品に加えられた。ロミプロスチムは、トロンボポエチン受容体に結合する融合タンパク質で、
巨核球形成と血小板産生を刺激する。ロミプロスチムの活性は、骨髄成長因子やサイトカインの生物学的効果を補完す
るため、他のサイトカインと併用される。

　エリスロポエチンは、現在、貧血の臨床管理に用いられている成長因子で (60)、放射線誘発性貧血を緩和し、輸血の
必要性を減らすためにも投与される（6.1 節参照）。造血幹細胞治療（幹細胞移植 SCT）は、2 週間以上のサイトカイ
ン療法や輸血を含む血液学的支持療法が無効で、、造血器官以外の臓器に限定的で治癒可能な障害がある患者に対して
考慮される (61)。幹細胞移植は本書の範囲外であるが、情報提供を目的としてボックス2で簡単に説明する。

�����造血障害の管理のための薬剤

ボックス2. 造血幹細胞移植（SCT）

　造血幹細胞移植は、一般に放射線障害の治療法として推奨されない。この治療法の使用経験のほとんどは、
1986 年のチョルノービリ原発事故の被災者の治療において得られたものである (53)。残念ながら、ほとんどの患
者は造血器以外の臓器障害も併発しており、死亡率も高かった。この事故と他の放射線事故のレビューによると、
造血幹細胞移植を受けた 31 名の患者のうち 27 名が死亡し、残りの 4 名は同種移植片への拒絶反応を示した状態
で生存していたことが示されていた (53、62)。そのため、造血幹細胞移植は、他の全ての治療法が無効であった場
合にのみ検討されるべきである。

4. 備蓄の医薬品リスト

具体的な用量：電離放射線を被ばくして造血障害が生じた、または生じると予想される者に対しては、>2 Gy の放射
線被ばくが疑われる、または確認された後できるだけ速やかに、10 µg/kg の G-CSF を 1 日 1 回皮下投与する (63)。
治療は、絶対好中球数（ANC）が 1000/mm3 を超える値を 3回得られるか、1回で>10,000/mm3 を超えるまで継
続する。乳幼児と子どもでは、1日あたり約 3 µg/ 体重 kg の投与量が適用される。投与量を、最も近い容量に丸める
ことで、費用便益比を最大化できる。用量制限毒性は観察されていない。

副作用：静脈内ボーラス投与後 30 分以内に、G-CSF は一過性白血球減少症を誘発する。骨髄内の骨髄性コンパート
メントの拡大によると思われる骨と筋骨格系の疼痛ががん患者の約 20% でみられる。これは非ステロイド系抗炎症療
法によって一部緩和される。その他の副作用は、発熱、胸痛、咳、悪心、疲労、皮疹、血小板減少症であり、治療を受
けた患者の 10% 超で肝機能試験をより頻繁に受ける必要がある。脾腫が報告されており、まれに脾破裂が起こること
がある (64)。

具体的な用量：電離放射線の被ばくで起こる造血障害の PEG-G-CSF の典型的な投与量は 6 mg/ 週である (65)。投与
前の全血球計算（CBC）が推奨されるが、もしCBCが容易に入手できない場合、投与を遅らせることは正当化されない。
初回投与は、2 Gy を超える被ばくが疑われる、または確認された後、できるだけ早く行う。2 回目は、初回投与から
1週間後に行う。

副作用：骨髄内の骨髄性コンパートメントの拡大によると思われる骨痛と筋骨格痛が、がん患者の約 20% にみられ、
非ステロイド系抗炎症療法によって部分的に緩和される。患者の1%未満に見られるその他の副作用としては、アナフィ
ラキシー、重篤な過敏反応、毛細血管漏出症候群、急性呼吸器疾患症候群、糸球体腎炎、顆粒球の皮膚浸潤（スイート
症候群）、鎌状赤血球クリーゼ、まれに脾破裂などがある。
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顆粒球コロニー刺激因子（G-CSF）
薬剤名 フィルグラスチム（グリコシル化なし）、レノグラスチム（グリコシル化あり）
EML 2021 フィルグラスチムは収載されており、レノグラスチムは収載されていない。
適応 造血障害が想定される被ばく
投与経路 皮下注射
用量 10 µg/ 体重 kg
保存期間 フィルグラスチム： 2～ 8℃で保管された場合に3年間

レノグラスチム：2～ 8℃で保管された場合に2年間
 

PEG化顆粒球コロニー刺激因子（PEG-G-CSF）
薬剤名
EML 2021
適応
投与経路
用量
保存期間

ペグフィルグラスチム
未収載
造血障害が想定される被ばく
皮下注射
6 mg/週
2～8℃で保管された場合に3年
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EML 2021 フィルグラスチムは収載されており、レノグラスチムは収載されていない。
適応 造血障害が想定される被ばく
投与経路 皮下注射
用量 10 µg/ 体重 kg
保存期間 フィルグラスチム： 2～ 8℃で保管された場合に3年間

レノグラスチム：2～ 8℃で保管された場合に2年間
 

PEG化顆粒球コロニー刺激因子（PEG-G-CSF）
薬剤名
EML 2021
適応
投与経路
用量
保存期間

ペグフィルグラスチム
未収載
造血障害が想定される被ばく
皮下注射
6 mg/週
2～8℃で保管された場合に3年
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顆粒球‒マクロファージコロニー刺激因子（GM-CSF）

ロミプロスチム

具体的な用量：電離放射線を被ばくし造血障害をきたした成人に対するGM-CSF の典型的な投与量は>40 kg であり、
7 µg/kgを1日1回、皮下投与する。投与前のCBCがなくとも2 Gyを超える被ばくが疑われる、または確認された後、
できるだけ早く投与を開始する。適応外で、250 µg/m2/ 日の皮下注射を、好中球絶対数が1000/mm3 を超えるまで
継続することができる (15)。米国臨床腫瘍学会（ASCO）のガイドラインでは、2Gy 以上の被ばく、絶対リンパ球数
（ALC）の著しい減少、500/mm3 未満の好中球減少症が 7 日間以上予想される場合などに、24 時間以内に投与を開
始することが推奨されている (66)。GM-CSF の一般的な投与量は、1 日あたり皮下注射で 250 µg/m2 である。費用
便益比を最大化するために、投与量に最も近い容量に丸めてもよい。

副作用：静脈内投与後、GM-CSF は 30 分以内に一過性白血球減少症を誘発する。GM-CSF は 10% 超の症例でイン
フルエンザ様症状（倦怠感、発熱、筋肉痛、関節痛および頭痛など）、発疹、および肝機能検査値異常を誘発する場合がある。
その影響は通常軽度で、解熱剤によって緩和され、投与を続けると消失する。
GM-CSF の 1 日あたり >32 µg/kg の静脈内注射や、1 日あたり >15 µg/kg の皮下注射で、毛細血管漏出症候群、
静脈炎、静脈血栓症などの全身毒性が観察されている (67)。顆粒球の皮膚浸潤は、急性熱性好中球性皮膚症や壊死性血
管炎を引き起こす場合がある (68)。

用量：電離放射線を被ばくし造血障害を引き起こす、または引き起こすと想定される場合のロミプロスチムの一般的な
投与は、10 µg/kg の単回投与である (59)。投与前の CBC の有無に関わらず、2 Gy を超える被ばくが疑われる、ま
たは確認された場合は、できるだけ早く治療を開始すべきである。

副作用：成人では、皮疹、腹痛、下痢、急性骨髄性白血病、神経系症状（頭痛、めまい、不眠症）、関節痛、筋肉痛が、
子どもと青年では、内出血、口腔咽頭痛、上気道感染症、発熱が報告されており、それぞれの報告頻度は10%を超える。

薬剤名
EML 2021
適応
投与経路
用量
保存期間

サルグラモスチム
未収載
造血障害が想定される被ばく
皮下注射
7 µg/ 体重 kg（成人）。
製造業者による表示なし、2～ 8℃で保管

薬剤名
EML 2021
適応
投与経路
用量
保存期間

ロミプロスチム
未収載
血小板減少症が想定される被ばく
皮下注射
10 µg/ 体重 kg
凍結乾燥物として2～ 8℃で保管された場合に5年間

4. 備蓄の医薬品リスト
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背景と適応：5 Gy 以上の電離放射線は、消化管粘膜バリアの破壊と消化管の構造的完全性を変化させ、腸内細菌の血
流への移行、重度の分泌性下痢、脱水、電解質不均衡を引き起こし、これらの全てが高い死亡率の一因になる (69)。い
くつかの放射線特異的治療薬が研究されているが、消化管に対する放射線障害の治療薬として規制当局から承認されて
いるものはない。急性消化管放射線障害の管理には、体液と電解液の補充に加えて、制吐剤、下痢止め薬、抗菌薬の投
与が主に用いられる (70)。

�����消化管障害の管理のための薬剤

オンダンセトロン

制吐薬の選択肢は、選択的セロトニン受容体拮抗薬の5- ヒドロキシトリプタミン（オンダンセトロン）である。

用量：5 Gy 未満の被ばくでも中枢性の吐き気や嘔吐が起きる可能性があるため、2Gy 以上の被ばくには制吐療法が
用いられる (70)。成人に対しては、1 日 1～ 2 回、8 mg/kg または 0.15 mg/kg の用量〔最大で 16 mg/ 投与（製
造業者の表記）〕を静脈内投与する。経口投与の場合は、1 日 1～ 2 回 8 mg を、必要に応じて投与する。放射線療法
後の制吐療法の適切な実施期間は明確に定義されていない。ASCO は、各放射線治療の翌日にも 1 日１～ 2 回の継続
的な投与を推奨している (71)。造血幹細胞移植のための全身照射を受けた子どもの場合、4～ 11 歳の子どもには照射
期間中8時間ごとに 4 mg を、12歳以上の青年には8時間ごとに 8 mg を経口投与する。オンダンセトロンの追加投
与が必要かどうかを判断するために、患者を継続的に観察し、吐き気と嘔吐が持続するか確認する必要がある。

副作用：オンダンセトロンは、便秘、頭痛、疲労、倦怠感、過敏反応、QT 間隔の延長と徐脈などの心電図異常を引き
起こすことがある。心室性不整脈およびトルサード・ド・ポワントが報告されており、まれに死に至る場合もある。

化学名
EML 2021
適応
投与経路
用量
保存期間

オンダンセトロン
収載済
制吐療法
点滴静脈内注射、溶融錠またはフィルム錠の経口投与
静脈注射用：8 mg/ 体重 kgまたは 0.15 mg/ 体重 kg　経口：8 mgを 1日 1回または2回
無菌静脈注射用と経口剤：3年間
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背景と適応：5 Gy 以上の電離放射線は、消化管粘膜バリアの破壊と消化管の構造的完全性を変化させ、腸内細菌の血
流への移行、重度の分泌性下痢、脱水、電解質不均衡を引き起こし、これらの全てが高い死亡率の一因になる (69)。い
くつかの放射線特異的治療薬が研究されているが、消化管に対する放射線障害の治療薬として規制当局から承認されて
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制吐薬の選択肢は、選択的セロトニン受容体拮抗薬の5- ヒドロキシトリプタミン（オンダンセトロン）である。

用量：5 Gy 未満の被ばくでも中枢性の吐き気や嘔吐が起きる可能性があるため、2Gy 以上の被ばくには制吐療法が
用いられる (70)。成人に対しては、1 日 1～ 2 回、8 mg/kg または 0.15 mg/kg の用量〔最大で 16 mg/ 投与（製
造業者の表記）〕を静脈内投与する。経口投与の場合は、1 日 1～ 2 回 8 mg を、必要に応じて投与する。放射線療法
後の制吐療法の適切な実施期間は明確に定義されていない。ASCO は、各放射線治療の翌日にも 1 日１～ 2 回の継続
的な投与を推奨している (71)。造血幹細胞移植のための全身照射を受けた子どもの場合、4～ 11 歳の子どもには照射
期間中8時間ごとに 4 mg を、12歳以上の青年には8時間ごとに 8 mg を経口投与する。オンダンセトロンの追加投
与が必要かどうかを判断するために、患者を継続的に観察し、吐き気と嘔吐が持続するか確認する必要がある。

副作用：オンダンセトロンは、便秘、頭痛、疲労、倦怠感、過敏反応、QT 間隔の延長と徐脈などの心電図異常を引き
起こすことがある。心室性不整脈およびトルサード・ド・ポワントが報告されており、まれに死に至る場合もある。

化学名
EML 2021
適応
投与経路
用量
保存期間

オンダンセトロン
収載済
制吐療法
点滴静脈内注射、溶融錠またはフィルム錠の経口投与
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ロペラミド

背景：電離放射線は線量に応じて、骨髄での造血細胞の産生を抑制する。好中球減少症が長引く患者は、日和見感染や
院内感染のリスクが高く、抗生物質、抗真菌薬、抗ウイルス薬などの予防的抗菌療法 (15、56、70)が有効な場合がある。
好中球絶対数が 0.5 × 109/L 未満の患者は、吸収線量 2 Gy を超えて被ばくしたと推測され、腸壁を超えて細菌が移
行する消化管障害、敗血症、死亡のリスクがある。こうした患者に対する抗菌予防の目標は、腸管の除染よりも、全身
および組織の薬物血中濃度を治療レベルにすることである。

�����急性放射線症候群関連の感染症の管理のための薬剤

　下痢は、ロペラミド塩酸塩やジフェノキシル酸アトロピンなどの一般的な下痢止め薬で抑制することができる。ロペ
ラミドは、有効性の高さと良好な毒性プロファイルにより、初期治療として選ばれたものである (70)。

具体的な用量：成人の場合、初回経口投与量は 4 mg で、軟便が出るたびに 2 mg の投与を続け、最大投与量は 16 
mg/ 日である（製造業者の表記）(72)。経口維持投与量、症状をコントロールするのに必要な最少量は、通常 4～ 8 
mg/ 日の単回投与か分割投与である（例えば、食前に 2 mg）(73)。最大耐容量を 10 日間以上投与し続けても臨床的
改善が認められない場合は、それ以上投与しても症状が抑制される可能性は低い。子どもにおいては、有効経口投与量
の最低量を最短期間で用いる。体重 13～ 20.9 kg の 2～ 5 歳の子どもに対しては、初回投与量は最初の軟便後に 1 
mg で、その後は軟便が出るたびに 1 mg/ 回の投与を続け、1 日の最大投与量は 3 mg/ 日とする。体重 21～ 27 kg
の 6～ 8 歳の子どもに対しては、初回投与量は最初の軟便後に 2 mg で、その後は軟便が出るたびに 1 mg/ 回の投与
を続け、1 日の最大投与量は 4 mg/ 日とする。体重 27.1 ～ 43 kg の 9～ 11 歳の子どもに対しては、初回投与量は
最初の軟便後に 2 mg で、その後は軟便が出るたびに 1 mg/ 回の投与を続け、1 日の最大投与量は 6 mg/ 日とする。
12 歳以上の青少年に対しては、初回の経口投与は最初の軟便後に 4 mg で、その後は軟便が出るたびに 2 mg/ 回の
投与を続け、1 日の最大投与量は 8 mg/ 日とする (72)。すべての医薬品と同様に、ロペラミドの継続投与を決定する
ために、定期的な患者の観察が必要である。

副作用：1～10%の症例で以下の副作用が認められている（めまい、便秘、腹部痙攣、吐き気）。その他の副作用としては、
眠気、消化不良、多形紅斑（まれ）、疲労、鼓腸、巨大結腸、麻痺性イレウス、掻痒、皮疹、スティーブンス・ジョン
ソン症候群（まれ）、アナフィラキシー（まれ）、アナフィラキシーショック（まれ）などがある。推奨値よりも高用量
でトルサード・ド・ポワント、心停止、死亡例が報告されている。

禁忌：ロペラミドは2歳未満の患者には禁忌である。

化学名
EML 2021
適応
投与経路
用量
保存期間

ロペラミド
収載済
下痢止め治療
経口
初回投与量：4 mg　最大 16 mg/ 日（成人）
5年間
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　放射線被ばくのほとんどのシナリオにおいて、造血系と消化管の障害が早期の死亡の原因となるが、何らかの遮蔽が
なされていた場合は、短期間には高線量被ばくの後に生存できる可能性がある。ARS を経て生存した人や致死量以下
の被ばくを受けた人は、「急性放射線被ばくの晩発性障害」と呼ばれる遅発性の組織損傷を受ける可能性がある。その
結果、晩発性肺障害、腎損傷、白内障のような眼障害、認知障害などの神経学的転帰などが起こる。急性放射線被ばく
の遅発性障害を、ある種のがんのリスク増大など、既知の放射線の確率的影響と混同してはならない。肺障害や腎障害
のような急性放射線被ばくの晩発性性障害を軽減・治療するための製品を備蓄品として利用できれば、放射線事故後の
死傷者の治療選択肢が増えることになる。特定の晩発性影響に対処するための製品が、いくつか研究段階にある（6.1
節参照）。

　抗生物質の選択は、抗菌スペクトル、局所の耐性パターン、モニタリングの必要性、毒性、アレルギー反応、投与の
実施計画などによって異なる。抗菌薬の使用は、化学療法後の発熱性好中球減少症に対する抗菌薬使用に関する米国感
染症学会 (74)、欧州腫瘍内科学会 (75)、および WHO の AWaRe 抗生物質ブック (76) が推奨しているように、白血球
減少症と好中球減少症の程度および予期される免疫抑制期間に基づいて行われる。
　抗真菌薬の選択は、入手のしやすさ、毒性と相互作用、疑われる感染症の種類、地域の疫学などによって異なる。詳
細な議論は本書の範囲外である。抗ウイルス薬の経験的使用は、単純ヘルペスウイルス感染症の病歴がある患者と、単
純ヘルペスまたはサイトメガロウイルスに対する血清反応陽性の患者 (15) で検討される。侵襲性真菌感染や、単純ヘ
ルペスウイルスまたはサイトメガロウイルス感染の蔓延が疑われる場合には、感染症専門医に相談する必要がある。

　予防的抗菌薬療法の対象となり得るのは、発熱または口腔温が 38.3℃以上（あるいは絶対好中球数 0.5 × 109/L 未
満で 38.0℃以上）の患者、感染の臨床兆候と症状のある無熱性好中球減少症の患者、好中球減少症がなく感染の臨床
兆候と症状がある患者 (75) である。予想される免疫抑制期間が数日から数週間で、絶対好中球数が 0.1×109/L ～
0.5×109/L の外来「低リスク」患者に対しては、シプロフロキサシンあるいはアモキシシリン / クラブラン酸の経験
的抗生物質投与計画が使用されることがある。この投与計画は、グラム陽性の連鎖球菌（streptococci）とブドウ球
菌（staphylococci）から、グラム陰性のシュードモナス（Pseudomonas）とエンテロバクター（Enterobacteriaceae）まで、
広範囲の抗菌スペクトルをもつ。

　感染症が確認され抗生物質の静脈内投与が必要な患者や、嘔吐が続いて経口療法に耐えられない患者には、入院が指
示される。重度の好中球減少症（絶対好中球数が 0.1×109/L 未満）の患者や、重大な併存疾患（血行動態不安定、重
度の粘膜炎、消化管症状、精神状態の変化、静脈内カテーテル感染、新規の肺浸潤、基礎疾患のある慢性の肺疾患、肝
不全あるいは腎不全など）を有する患者は、抗生物質の非経口投与のために入院が必要となる。これらの「高リスク」
患者は、数週間から数か月の免疫抑制期間が予想され、培養検査、画像検査、臨床経過の結果が明らかになるまでは、
抗生物質（セフェピムやセフタジジムなどの第四世代のセファロスポリン系薬剤、カルバペネム系薬剤、またはピペラ
シリン／タゾバクタムなど）単剤の静脈内投与により治療する (69)。抗生物質投与計画の調整は、得られた臨床所見や
画像所見、培養所見によって決定される。確認された感染症については、微生物種や感染部位別の指示に従い、少なく
とも絶対好中球数が0.5 × 109/L を超えるまで、抗生物質の使用が継続される (15)。

�����急性放射線被ばくの晩発性障害
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　あらゆる緊急事態用の備蓄の開発と管理は複雑であり、多くの部門や要素が関与する。たとえば、仮定、モデリング、
あるいは研究結果に基づくリスクマッピングと予後予測、計画と予算編成、品質管理、品質保証、製品の安全性を含む
調達、医療用品と医療機器の承認などに関わる調達関連の法令、財政的な持続可能性の確保とサプライチェーンの確保
（例えば、複数のサプライヤーや請負業者を確保するなど）、対応要員の訓練への投資、保管とサービス提供、モニタリ
ング、評価などが挙げられる (77)。こうした要素の多くは一般的なもので、放射線緊急事態の備蓄に該当しない場合も
ある。本節では、放射線緊急事態のための国家備蓄や、関連する手順およびプロトコルを開発するにあたり、政策立案
者や管理者の助けとなる、重要な要素について説明する。

　備蓄の規模と構成は、放射線緊急事態のタイプをどう想定するかによる。例えば、原発周辺や他の加盟国との国境
付近では、当局がヨウ化カリウムを備蓄して配布することになる。また、もし核爆発のリスクを懸念するのであれば、
利用できるサイトカインや成長因子の量を増やす決定をすることもある。

　特に、放射線緊急事態のリスクが低い国々では、放射線障害の臨床管理に必要とされる医薬品の備蓄には投資しない
という選択をする可能性があるため、国家備蓄の共有に関する近隣諸国との二国間協定または地域協定は、対応を計画
する際に考慮する必要があるかもしれない。
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��� 一般的な備蓄のガバナンスと管理
備蓄の想定と開発

備蓄の管理
1. Introduction

　備蓄のメンテナンスには、継続的なモニタリングと評価が必要になる。医薬品リストは、最新の管理を反映し、物流
管理システム、輸送、保管に関する進歩を反映できるよう、定期的に見直し、更新されなければならない。品質保証と
品質管理対策は、備蓄の最新性、正確性、完全性を維持するために、継続的に適用されなければならない。備蓄や意思
決定のための手順には、トリアージの基準と、医療用品の供給が限られる場合に備えて、配給と配布のための優先順位
の設定を含めるべきである。

　保健上の緊急事態、病気の蔓延、自然災害、軍事衝突への対応における国際社会からの支援の例には、大規模な政府
間機関（国連の専門機関など）から小規模の非政府組織（NGO）や慈善団体まで、人道支援を提供する多数のさまざ
まな国際的ステークホルダーが含まれる。他にも数多くのステークホルダーや国際的なパートナーが援助や人道支援を
提供しており、重要な役割を果たしているが、本節では、国内のステークホルダーとWHOの役割に限定して説明する。

　国のステークホルダーには、国や地方の保健当局、医療施設、医薬品サプライヤー、民間防衛、救急サービスなどが
含まれる。各ステークホルダーは、対応における権限や役割に付随する特別な責任を負う場合がある。こうした責務は、
有効な手段や仕組みの導入（例えば、医薬品の許認可のための適切な国内法や仕組みなど）の整備から、備蓄品の使用
に関する実際的な取り決め（例えば、入手、維持、保管、輸送、配置、補充、モニタリング、評価など）まで多岐にわたる。
　こうしたプロセスを促進し調整するためには、関連する法令、規則、手続きが必要となる。備蓄をタイムリーかつ効
率的に利用するためには、地方、地域、国の緊急事対応要員と備蓄管理者との間の調整が極めて重要である。関連要員
のための必要なコミュニケーションツールとトレーニングへのアクセスを保証することは、国内のステークホルダーの
職務権限の重要な部分である。
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備蓄の管理

　備蓄を確立するためには、放射線医学や救急医療について訓練を受けた医療提供者、検査専門家、薬剤師、緊急事態
対応コーディネーター、物流の専門家、コミュニケーション専門家を含む、多様な専門的技能が必要である。さらに、
備蓄に含まれるであろう機器の維持・校正にも専門家が必要となる。緊急時備蓄品の維持・管理、およびその使用のプ
ロセスと手順を理解するために、緊急事態対応に関わるすべての関連要員に対して、スキル開発と更新のための定期的
な訓練が提供されるべきである。

要員とトレーニング

　備蓄を適切に使用するためには、公衆と専門家向けのキーメッセージや、さまざまな情報機器を含むコミュニケーショ
ン戦略が必要である。一般公衆向けのコミュニケーションには、備蓄へのアクセスの優先順位についての説明や、子ども、
妊婦、授乳中の女性のような社会的弱者のための特別な配慮などの説明が含まれる。

　備蓄品利用者のための情報ツールキットは有用であろう。これには、様々なタイプの緊急事態、死傷者の管理、備蓄
品による医学的処置、手順、ガイド、順序、当該国の医療管理のための現行ガイドラインなどのファクトシートを含め
ることができる。意思決定や備蓄品使用に関係する専門家は、こうした情報や必要な教育とトレーニングにアクセスで
きるようになっている必要がある。

コミュニケーション

国のステークホルダー

��� ステークホルダーと機関の役割
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放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：
政策的助言
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　WHO は、加盟各国の放射線・原子力災害を含む保健上の緊急事態への備えを監督し (1)、放射線および原子力緊急
事態における公衆衛生や臨床的介入に関する事項について、政策的助言と技術的支援を提供している。支援は、放射線
緊急事態に対応する保健セクターの供えの強化、技術指導と政策の提供、放射線緊急事態用備蓄のキャパシティ向上と
開発、備蓄医薬品リストの見直し、あるいは、地域の公衆衛生対応の最適化のために、各国間あるいは地域内での備蓄
の共有に関する勧告作成の分野において提供される。

　WHO は、公衆衛生分野の世界的リーダーとして、保健上の緊急事態の際には、加盟国間での医療物資（ワクチン、
抗生物質、抗ウイルス薬、注射液、個人用保護具、外傷キットと非常用救命箱など）、サービスや設備〔情報技術と通信、
高速輸送車両、換気装置など〕の調達や共有を促進する (78)。公衆衛生介入における全ての決定は、国内の保健当局によっ
て行われるが、保健上の緊急事態においては、WHO が公衆衛生対応と症例管理に関する勧告を行い、要請があれば、
必要なサービスが利用可能な国への患者の移送や、本国送還を支援することもある。

　加盟国への助言にあたり、WHO は緊急被ばく医療ネットワーク（REMPAN）を含む専門家のネットワークや協力
センターを活用する。REMPAN は、放射線緊急事態に対する公衆衛生の備えと放射線緊急事態対応に関する専門性と
経験を備えた機関と専門家をつなぐネットワークである (79)。REMPAN の専門家は、医療や公衆衛生面での支援要請
に応じて、保健上の緊急事態、災害、人道の危機へのWHOの対応を支援することがある。

　WHOは、約20の国際機関で構成される放射線・原子力緊急事態機関間委員会（IACRNE）(80)のメンバーである。
IACRNE は、国際原子力機関（IAEA）(81) のリーダーシップの下で、準備と対応のための国際協定の調整の仕組みを
提供する。緊急事態の際には、WHO は IAEA と連携して、緊急事態報告書を確認し、緊急事態の程度や範囲、ヒトの
健康と環境に与え得る潜在的リスクについての詳細情報を入手する。IAEA は、安全な通信チャネルを通じて、
IACRNE のメンバーとその加盟各国に対し、緊急事態の最新状況と予測、気象状況、輸送および貿易への影響、その
他の関連情報を通知する。IACRNE 加盟機関は、それぞれの任務にしたがい、国際安全基準およびガイドに示されて
いる緊急防護措置に関して、加盟各国と活動を調整し、一貫した助言を提供する (82)。
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5. 備蓄の管理

��� 運用コンセプト
　運用コンセプトの策定は、備蓄の管理において必要不可欠である。コンセプトは緊急事態対応に関わるステークホル
ダーが共同で作成し、国内当局が承認するものである。運用コンセプトには、備蓄が使用される条件、その使用につい
ての全般的な戦略と目標、備蓄の維持管理の方法、国際支援を要請するためのプロセスなどが記述される。

備蓄の考案：運用コンセプトでは、備蓄の準備のための以下のような詳細を示すべきである。
•運用上の想定に基づいた備蓄の範囲、構成および規模
•購入と契約管理（物資のローテーション、緊急時の支援、品質保証、需要の急増に備えた供給業者や管理者による在
庫など）

•資源、安全上の考慮事項、セキュリティ要件に沿った備蓄場所と施設の選択

備蓄の管理：運用コンセプトでは、以下についての詳細な情報を示すべきである。
•定期的な見直し、品質保証、品質管理、評価を含む在庫管理と保管条件、在庫追跡、在庫のメンテナンスとローテーション、
および緊急時使用後の補充を含む在庫更新

•コミュニケーションの仕組み、備蓄使用の要請に関する詳細情報（誰が、いつ、どのように）、要請の承認、配置、
実施の手順を含む緊急事態プロトコル

•緊急時に派遣される現場チームの構成と専門的資格、役割と責任、訓練などの人員派遣要件
•備蓄の使用手順の、地方、地域、国際的な緊急事態対応計画全体への統合
•緊急時に派遣される現場チームおよび放射線障害の症例管理を行う専門医への、必要なトレーニングの実施
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��� 運用コンセプト
　運用コンセプトの策定は、備蓄の管理において必要不可欠である。コンセプトは緊急事態対応に関わるステークホル
ダーが共同で作成し、国内当局が承認するものである。運用コンセプトには、備蓄が使用される条件、その使用につい
ての全般的な戦略と目標、備蓄の維持管理の方法、国際支援を要請するためのプロセスなどが記述される。

備蓄の考案：運用コンセプトでは、備蓄の準備のための以下のような詳細を示すべきである。
•運用上の想定に基づいた備蓄の範囲、構成および規模
•購入と契約管理（物資のローテーション、緊急時の支援、品質保証、需要の急増に備えた供給業者や管理者による在
庫など）

•資源、安全上の考慮事項、セキュリティ要件に沿った備蓄場所と施設の選択

備蓄の管理：運用コンセプトでは、以下についての詳細な情報を示すべきである。
•定期的な見直し、品質保証、品質管理、評価を含む在庫管理と保管条件、在庫追跡、在庫のメンテナンスとローテーション、
および緊急時使用後の補充を含む在庫更新

•コミュニケーションの仕組み、備蓄使用の要請に関する詳細情報（誰が、いつ、どのように）、要請の承認、配置、
実施の手順を含む緊急事態プロトコル

•緊急時に派遣される現場チームの構成と専門的資格、役割と責任、訓練などの人員派遣要件
•備蓄の使用手順の、地方、地域、国際的な緊急事態対応計画全体への統合
•緊急時に派遣される現場チームおよび放射線障害の症例管理を行う専門医への、必要なトレーニングの実施

31



コスト：
•医薬品、消耗品、備品の購入
•期限切れを防ぐための在庫追跡、維持、ローテーションさせる在庫管理システムの確立と
運用

•医薬品、消耗品、備品の輸送と保管
•緊急時訓練への参加を含む、人員配置と関連する訓練
•期限切れか緊急時使用後の、備蓄品の補充

供給元：
•医薬品、消耗品、備品の複数の供給元の特定と評価
•購入契約と緊急時支援、備蓄のローテーション、保管場所や倉庫の提供可能性についての
協定

•供給障害、製造業者の移転、製造上の欠陥などの潜在的問題に向けた緊急対応計画と、防
止の仕組み

•医薬品、消耗品、備品の追加需要が急増する事態に備え、供給業者管理による在庫の使用
可能性

資源の確保と管理：
•医薬品、消耗品、備品の購入、倉庫施設の準備、人員配置と訓練、在庫管理システムの開
発と運用のための初期の資源投資

•備蓄品のローテーション、システムの維持管理、施設運用、スタッフおよび専門技術の維持、
緊急事態訓練への参加のための継続的な人材確保

　各国や各機関では、医療用品の備蓄を開発と管理についてさまざまなアプローチをとって
きた。附属書 1 では、一部の国々の実践例について説明する。各国の備蓄プログラムはそ
の国独自のニーズと状況に合わせて構成されるため、これらの例はあくまで参考として用い
るべきである。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：
政策的助言
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��� コスト、供給元、資源の確保、および管理
　国家備蓄の確立には多額の初期費用がかかる可能性があり、その維持には、医薬品、消耗品、備品の信頼できる持続
可能な供給元と、献身的な財源や人的資源が必要になる。放射線障害の臨床管理のためのMCMと医療用品の国家備蓄
を計画する際には、以下の要素を慎重に検討すべきである。

5. 備蓄の管理
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実地棚卸
　実地棚卸は、以下のような、さまざまな方法で物資を提供するものである。

•国家備蓄として保管され、有効期限延長プログラムによって変更されない限り、有効期
限切れ時点で備蓄から廃棄される製品の購入。放射線緊急事態備蓄品（例、放射性核種
の体外除去剤）の多くがこの方法で維持される (83)。必須医薬品の小規模な運用在庫（戦術的備蓄）は、戦略的備
蓄が供給されるまでの数日間、早期に入手できるよう、主要な医療施設で備蓄することができる

•放射線障害管理のために一部の物品を再利用することで、余剰在庫を市販市場で維持することができ、開発と調達コ
ストの大幅に節約につながる。

•納入・販売業者による管理型在庫。これにより物品を納入・販売業者が保管し、期限切れを避けるため定期的なローテー
ションをすることができる (84)。

•ユーザー管理型在庫。いわゆるストックバブル。これは、例えば米国において、造血系の急性放射線症候群の治療薬
として承認された骨髄性サイトカインの入手に用いられている戦略である。このようなシステム（「前方展開」とも
呼ばれる）では、製品は、病院、薬局、緊急車両に搭載、保管される (85)。これは、被ばく後迅速な投与が必要な薬剤にとっ
て重要かつ経済的な方法であり、血液内科で用いられる高コストで保存期間の短いサイトカイン（成長因子）にとっ
て重要な、薬剤の期限切れ問題の解決策でもある。

仮想在庫
　仮想備蓄とは、要請に応じて緊急配備できるよう、製造業者や販売業者が、合意された量
を確保しておくことである。このような備蓄には、緊急時の要請と配置についての正式な取
り決めと手順が必要となる。ワクチン備蓄の経験から、このようなアプローチは、特定の医
療用品において実行可能であることが示されている (5)。

短期貸与
　国家備蓄は合理的で小規模な資源として開発されるであろう。しかし、国家備蓄は、多数
の人々の治療を必要とする緊急事態や、罹患者の長期的な治療を必要とする緊急事態に対
応、あるいは、物資の補充に時間がかかった場合、すぐに枯渇するおそれがある。こうした
状況は、最近のCOVID-19パンデミック対応の際に多くの国で見られた。放射線や原子力緊
急事態は比較的まれで、国家備蓄の医薬品は使用期限が過ぎたら交換しなければならないた
め、大規模な国家備蓄の確立を勧めるのは不合理である。

　その代わりに、緊急時に医薬品を共有するための協定を他国と結ぶことが、公衆の安全性を確保するための現実的な
解決策となり得る。そのような協定は言わば「短期融資」とでも言うべきものである。このように、緊急時には、同量
同質の薬品を可能な限り早期に返還するという協定の下で、ある国が他国の国家備蓄から物資を借りることができる。
例えば、このような協定は、カナダと米国の間や、メキシコと米国の間で2021年に結ばれており、400万投与分の
COVID-19ワクチンがカナダとメキシコに「貸与」することが二国間で合意された(86)。

��� 備蓄管理のアプローチ
　備蓄の管理とアクセスにはさまざまなアプローチが取られてきた。
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実地棚卸
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•国家備蓄として保管され、有効期限延長プログラムによって変更されない限り、有効期
限切れ時点で備蓄から廃棄される製品の購入。放射線緊急事態備蓄品（例、放射性核種
の体外除去剤）の多くがこの方法で維持される (83)。必須医薬品の小規模な運用在庫（戦術的備蓄）は、戦略的備
蓄が供給されるまでの数日間、早期に入手できるよう、主要な医療施設で備蓄することができる

•放射線障害管理のために一部の物品を再利用することで、余剰在庫を市販市場で維持することができ、開発と調達コ
ストの大幅に節約につながる。

•納入・販売業者による管理型在庫。これにより物品を納入・販売業者が保管し、期限切れを避けるため定期的なローテー
ションをすることができる (84)。

•ユーザー管理型在庫。いわゆるストックバブル。これは、例えば米国において、造血系の急性放射線症候群の治療薬
として承認された骨髄性サイトカインの入手に用いられている戦略である。このようなシステム（「前方展開」とも
呼ばれる）では、製品は、病院、薬局、緊急車両に搭載、保管される (85)。これは、被ばく後迅速な投与が必要な薬剤にとっ
て重要かつ経済的な方法であり、血液内科で用いられる高コストで保存期間の短いサイトカイン（成長因子）にとっ
て重要な、薬剤の期限切れ問題の解決策でもある。

仮想在庫
　仮想備蓄とは、要請に応じて緊急配備できるよう、製造業者や販売業者が、合意された量
を確保しておくことである。このような備蓄には、緊急時の要請と配置についての正式な取
り決めと手順が必要となる。ワクチン備蓄の経験から、このようなアプローチは、特定の医
療用品において実行可能であることが示されている (5)。

短期貸与
　国家備蓄は合理的で小規模な資源として開発されるであろう。しかし、国家備蓄は、多数
の人々の治療を必要とする緊急事態や、罹患者の長期的な治療を必要とする緊急事態に対
応、あるいは、物資の補充に時間がかかった場合、すぐに枯渇するおそれがある。こうした
状況は、最近のCOVID-19パンデミック対応の際に多くの国で見られた。放射線や原子力緊
急事態は比較的まれで、国家備蓄の医薬品は使用期限が過ぎたら交換しなければならないた
め、大規模な国家備蓄の確立を勧めるのは不合理である。

　その代わりに、緊急時に医薬品を共有するための協定を他国と結ぶことが、公衆の安全性を確保するための現実的な
解決策となり得る。そのような協定は言わば「短期融資」とでも言うべきものである。このように、緊急時には、同量
同質の薬品を可能な限り早期に返還するという協定の下で、ある国が他国の国家備蓄から物資を借りることができる。
例えば、このような協定は、カナダと米国の間や、メキシコと米国の間で2021年に結ばれており、400万投与分の
COVID-19ワクチンがカナダとメキシコに「貸与」することが二国間で合意された(86)。

��� 備蓄管理のアプローチ
　備蓄の管理とアクセスにはさまざまなアプローチが取られてきた。



　基礎科学者や応用科学者は、新規治療法に活用可能な新しい細胞経路や分子経路を同定しおり、また、放射線緊急時
に使用可能な新製品につながる可能性のある技術的進歩を達成しつつある。本節では、他の適応症で既に承認された製
品の再利用の可能性も含め、新たな技術や製剤について概説する。

化学名：3,4,3-(LI-1,2- ヒドロキシピリジノネート ), 3,4,3-(LI-1,2-HOPO)

適応：錯体形成による放射性核種の体外除去（DTPAと同程度）

HOPO は、実験用のオクタデン酸キレート剤（ヒドロキシピリジノネート化合物）で、げっ歯類では、アクチニドに
対する有効的で安全な体外除去剤であることが示されている。HOPOは経口投与が可能で、げっ歯類での研究において、
Ca DTPA よりも効果が高く、毒性が低かった (87)。また、被ばくから 5日後に投与された場合でも、Pu と Amを体
外除去することもげっ歯類で示されている (88)。

HOPO
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��� 試験中の治療法

放射線障害の臨床管理のための
医療対策に関する研究

肺サーファクタント
背景：吸入による放射線被ばく後の肺障害の治療

化学名：1,2- ジパルミトイル -sn- グリセロ -3- ホスホコリン , ルシナクタント

1. Introduction

適応：すでに血流に到達した放射性核種を除去するための体外除去剤の使用に加えて、吸入時に肺に滞留する可能性
のある微粒子状の放射性核種を除去するという臨床用途で、肺サーファクタントを使用することに関心が集まっている。
例えば、新生児呼吸窮迫症候群のリスクのある早産児に対して気管内投与される予防的治療薬であるルシナクタントは、
放射線誘発性肺障害の軽減を目的に研究されてきた。この薬剤は肺機能を温存し (89)、放射線誘導性肺障害マウスの生
存率を著しく改善した (90)。

副作用：本剤の副作用は、主に投与に関連するもので、気管内チューブ逆流、顔面蒼白、気管内チューブ閉塞、酸素
飽和度の低下、徐脈などがあり、投与中止が必要となることがある。ルシナクタントの投与は、挿管および人工呼吸器
管理の経験が豊富な臨床医、その監督下でのみ行うべきである。本剤は、新生児呼吸窮迫症候群 (90) で使用されてい
ることから、小児および成人両方の放射線MCMとして安全に使用することができる。

アンジオテンシン変換酵素阻害薬
背景：急性放射線被ばくの晩発性障害の予防と管理

化学名：1-[(2S)-3- メルカプト -2- メチルプロピオニル ]-L- プロリン ; (2S)-1-[(2S)-6- アミノ -2-[(1S)-1- カルボキシ
-3- フェニルプロピル ] アミノ } ヘキサノイル ] ピロリジン -2- カルボン酸 ; (3S)-2-L- アラニル -1,2,3,4- テトラヒドロ
イソキノリン -3- カルボン酸 ; カプトプリル

適応：アンジオテンシン変換酵素阻害薬は経口投与剤で、高血圧および心不全の治療に日常的に用いられている。動
物およびヒトを対象にした in vivo 試験を含むいくつかの放射線障害モデルでも、生存率を改善することが示されてい
る (91、92)。肺および腎臓の急性放射線被ばくの遅発性障害に関する前臨床試験では、降圧効果とは別の作用機序が
示唆されている (92)。本阻害薬は、高血圧の治療に広く使用されているため、小児、成人、高齢者に関するデータが豊
富に得られており、放射線障害に対する効果は、血圧に対する効果にとどまらないようである (93)。これらの製品のも
う一つの利点は、被ばく後数週間経ってからの投与でも、生存率を劇的に改善する可能性があることである (92)。その
有効性は、放射線被ばく後に投与されたヒトでも示されている。臨床試験データの解析により、カプトプリルは、被ば
く後に骨髄移植を受けた患者の腎臓と肺の障害を軽減することが示されている (94)。

副作用：一般的な副作用には、頭痛、めまい、低血圧、脱力感、眠気、咳、下痢、皮疹などがある。まれな副作用としては、
味覚障害、高カリウム血症、腎不全、先天性異常が挙げられる（そのため妊娠中は使用すべきでない）。良好な安全性
プロファイル、低コスト、幅広い入手可能性、さらに、適応外使用の可能性を有することから、アンジオテンシン変換
酵素阻害薬は日常診療において救急医療に使用される可能性を有する。

赤血球造血刺激因子製剤
背景：電離放射線被ばく後の貧血管理。有意な効果はまだ証明されていないが、赤血球造血刺激因子製剤の作用機序
から、電離放射線の被ばく者に有益である可能性が示唆される。

タンパク質の化学式：C815 H1317 N233 O241 S5

適応：赤血球造血刺激因子製剤は放射線事故における使用について米国 FDA から承認されていない。しかし、電離放
射線被ばく患者に対して、他のサイトカインと組み合わせて投与されてきた (7)。これまで被ばく者への単剤投与は行
われていないため、世界的なコンセンサスとして、電離放射線被ばくによる造血障害を引き起こす、あるいは引き起こ
す可能性がある場合において、輸血を回避する目的で赤血球造血刺激因子製剤の使用について弱い推奨が得られている
(61)。前臨床データでは、赤芽球前駆細胞と赤血球前駆細胞を標的とする薬剤の使用が、赤血球造血を回復させ、生存
率を改善する可能性があることが示唆されている。この知見は、照射したげっ歯類に外因性のエリスロポエチンを投与
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のある微粒子状の放射性核種を除去するという臨床用途で、肺サーファクタントを使用することに関心が集まっている。
例えば、新生児呼吸窮迫症候群のリスクのある早産児に対して気管内投与される予防的治療薬であるルシナクタントは、
放射線誘発性肺障害の軽減を目的に研究されてきた。この薬剤は肺機能を温存し (89)、放射線誘導性肺障害マウスの生
存率を著しく改善した (90)。

副作用：本剤の副作用は、主に投与に関連するもので、気管内チューブ逆流、顔面蒼白、気管内チューブ閉塞、酸素
飽和度の低下、徐脈などがあり、投与中止が必要となることがある。ルシナクタントの投与は、挿管および人工呼吸器
管理の経験が豊富な臨床医、その監督下でのみ行うべきである。本剤は、新生児呼吸窮迫症候群 (90) で使用されてい
ることから、小児および成人両方の放射線MCMとして安全に使用することができる。

アンジオテンシン変換酵素阻害薬
背景：急性放射線被ばくの晩発性障害の予防と管理

化学名：1-[(2S)-3- メルカプト -2- メチルプロピオニル ]-L- プロリン ; (2S)-1-[(2S)-6- アミノ -2-[(1S)-1- カルボキシ
-3- フェニルプロピル ] アミノ } ヘキサノイル ] ピロリジン -2- カルボン酸 ; (3S)-2-L- アラニル -1,2,3,4- テトラヒドロ
イソキノリン -3- カルボン酸 ; カプトプリル

適応：アンジオテンシン変換酵素阻害薬は経口投与剤で、高血圧および心不全の治療に日常的に用いられている。動
物およびヒトを対象にした in vivo 試験を含むいくつかの放射線障害モデルでも、生存率を改善することが示されてい
る (91、92)。肺および腎臓の急性放射線被ばくの遅発性障害に関する前臨床試験では、降圧効果とは別の作用機序が
示唆されている (92)。本阻害薬は、高血圧の治療に広く使用されているため、小児、成人、高齢者に関するデータが豊
富に得られており、放射線障害に対する効果は、血圧に対する効果にとどまらないようである (93)。これらの製品のも
う一つの利点は、被ばく後数週間経ってからの投与でも、生存率を劇的に改善する可能性があることである (92)。その
有効性は、放射線被ばく後に投与されたヒトでも示されている。臨床試験データの解析により、カプトプリルは、被ば
く後に骨髄移植を受けた患者の腎臓と肺の障害を軽減することが示されている (94)。

副作用：一般的な副作用には、頭痛、めまい、低血圧、脱力感、眠気、咳、下痢、皮疹などがある。まれな副作用としては、
味覚障害、高カリウム血症、腎不全、先天性異常が挙げられる（そのため妊娠中は使用すべきでない）。良好な安全性
プロファイル、低コスト、幅広い入手可能性、さらに、適応外使用の可能性を有することから、アンジオテンシン変換
酵素阻害薬は日常診療において救急医療に使用される可能性を有する。

赤血球造血刺激因子製剤
背景：電離放射線被ばく後の貧血管理。有意な効果はまだ証明されていないが、赤血球造血刺激因子製剤の作用機序
から、電離放射線の被ばく者に有益である可能性が示唆される。

タンパク質の化学式：C815 H1317 N233 O241 S5

適応：赤血球造血刺激因子製剤は放射線事故における使用について米国 FDA から承認されていない。しかし、電離放
射線被ばく患者に対して、他のサイトカインと組み合わせて投与されてきた (7)。これまで被ばく者への単剤投与は行
われていないため、世界的なコンセンサスとして、電離放射線被ばくによる造血障害を引き起こす、あるいは引き起こ
す可能性がある場合において、輸血を回避する目的で赤血球造血刺激因子製剤の使用について弱い推奨が得られている
(61)。前臨床データでは、赤芽球前駆細胞と赤血球前駆細胞を標的とする薬剤の使用が、赤血球造血を回復させ、生存
率を改善する可能性があることが示唆されている。この知見は、照射したげっ歯類に外因性のエリスロポエチンを投与
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した研究や、ヒト以外の霊長類で、他のサイトカインとともにエリスロポエチンを投与した研究の結果によって支持さ
れている (95)。

用量：電離放射線被ばく患者については、ヘモグロビン値が 10 g/dL 未満の場合、赤血球造血刺激因子製剤による治
療が可能であるが、ヘモグロビンの減少率から赤血球輸血を必要とする場合に限られる。その目的は、赤血球輸血によ
る同種免疫のリスクやその他のリスクを低減することである。ヘモグロビン値が 10 g/dL を超える場合には投与量を
減らすか中断する必要がある。

これらの薬剤の投与については、慢性腎疾患の患者での使用が参考になる。エポエチンαの初回投与量は、50～ 100
単位 /体重 kgを週 1回（96）か、10,000 ～ 20,000 単位を隔週 (97)で投与する。ダルベポエチンαの初回投与量は、
0.45 µg/kg を 4週間に 1回、0.45 µg/kg を週 1回、または 0.75 µg/kg を 2週間に 1回である。エポエチンαの
週 1500 単位未満 90000 単位以上の投与は、ダルベポエチンαの 6.25 ～ 200 µg/ 週の投与に変更することが可能
である。

副作用：赤血球造血刺激因子製剤による治療は、高血圧、頭痛、インフルエンザ様の兆候と症状を引き起こすことがある。
高血圧は重症化し、脳障害や発作につながることがある (98)。高血圧のリスクは、赤血球造血刺激因子製剤の投与量を
調整して、ヘマトクリット値が目標の 30～ 35% まで徐々に上昇するようにして軽減することができる。その他の副
作用には、浮腫、腹痛、呼吸困難、咳などがあり、症例の10%以上にみられる。

放射線および原子力緊急事態のための国家備蓄：
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��� 幹細胞治療とバイオバンキング
　電離放射線は、幹細胞と前駆細胞の分化と増殖を変化させ、幹細胞アポトーシスを誘導し、局所微小環境内のアクセ
サリー細胞とその産物を変化させる (99、100)。組織再生とそれに続く放射線障害からの回復には、幹細胞が、放射線
の毒性作用に対処するために放射線耐性であることが必要である (101、102)。造血幹細胞と前駆細胞に対して深刻な
影響がある被ばく後、あるいはサイトカインおよび支持療法が無効であった場合、同種幹細胞や被ばくしていない自己
幹細胞による治療が造血障害の軽減に有効であった (103)。
　幹細胞移植治療の利用には、ヒト生物資源保管施設であるバイオバンクの開発に関連する広範な問題に対処するため
の法令、規則、および手順が必要となる (104)。バイオバンキングに関しては本書の対象範囲外であるが、本書で取り
上げる幹細胞治療には、造血幹細胞（4.3.1 節のボックス2）移植と間葉系幹細胞（ボックス3）移植の2種がある。

6. 放射線障害の臨床管理のための医療対策に関する研究
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　電離放射線被ばくに対する皮膚の反応は極めて多様である。（チョルノビリ原発事故後に観察されたβ線熱傷な
どのように）日焼けに類似している場合もあれば、皮下組織にまで達して、重篤な筋皮放射線症候群を引き起こす
場合もある（例えば、工事現場での放射線撮影のための放射線源の誤操作などである）。急性障害と慢性障害のい
ずれにも、神経血管系の症候群が含まれ、重度の難治性疼痛を誘発する。従来の（熱的、電気的）熱傷管理は成功
していない。壊死組織のデブリードマンを伴う外科的切除（皮膚、筋肉、および症例によっては骨切除）と、それ
に続く皮膚移植、代替皮膚移植、さらに最近では回転皮弁が用いられいるが、成功例は限定的である。局所的な間
葉系幹細胞移植を、古典的な外科手術、皮膚同種移植、または自家移植を組み合わせた革新的な治療戦略が、過去
20 年間に、限られた数の患者で成功裏に用いられてきた (16)。このアプローチは、難治性疼痛を緩和し、患者の
QOLを改善した。この戦略には、経験豊富な形成外科医と細胞治療ユニットの協力が必要である。

ボックス3. 間葉系幹細胞による治療
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まとめ
　備蓄品には国家のリスクプロファイルを反映すべきであり、備蓄品が使用されるシナリオに応じた適切な規模でなけ
ればならない。通常、放射線緊急事態のための国家備蓄には、特定の医薬品、PPE、および特別な機器が含まれるが、
本書では対象範囲を医薬品に限っている。

　放射線緊急事態のために備蓄される医薬品は、電離放射線への外部あるいは内部からの過剰な被ばくを伴う緊急事態
で必要とされるものであり、潜在的な被ばくを予防・低減するため、またはすでに発生した被ばくの健康影響を管理す
るためのものである。一般的には、KI錠剤、（放射性核種の）体外除去剤、アルキル化剤、サイトカインと成長因子、制吐薬、
止瀉薬、抗菌薬などが含まれる。

　備蓄品の優れたガバナンスと管理には、メンテナンス、保管、梱包、在庫の放出および再生に関する正式な規則と手
順が含まれる。備蓄品の在庫管理では、保存期間が過ぎた医薬品や消耗品を取り除く必要がある。備蓄品の供給では、
常に備蓄を準備し、迅速に補充できるように維持するための財源確保が必要となる。機能的な備蓄のためには、備蓄の
使用条件と、使用に関する全体的な戦略と目標を定めた運用コンセプトが必要である。

　WHO は、公衆衛生分野における指導的な国際機関として、放射線・原子力災害において援助を行う権限と責任を有
しているため、備蓄開発に関する助言とガイダンスを提供し、また時には国間での備蓄品の調達や共有を支援する。
WHO は、ワクチンや他の物品の備蓄の確立や、共有の仕組みについての経験を有しており、その経験を放射線緊急事
態のための国家備蓄の整備に活かすことができる。WHO の世界的な専門家ネットワークである REMPAN は、WHO
の重要な資産であり、WHO が要請に応じて技術的な指導やツールを提供したり、教育と訓練を通じたキャパシティ構
築のための活動を行ったり、あるいはネットワークのメンバーと緊急被ばく医療分野の専門家コミュニティとの間の国
際協力と情報共有を促進するにあたって、大きな役割を果たす。

　放射線緊急事態に対する調和のとれた対応には、地方、国、および国際的な対応の調整が不可欠である。IACRNE
のメンバーとして、また、保健分野の世界的指導機関として、WHO は、放射線緊急事態への準備と対応に向けた国家
機能を整備しつつある国々のために助言を提供し、医薬品や医療サービスの利用を保証する。

　標準的な治療薬の新しい製剤、新規の治療薬、既存の薬剤や製剤の新しい適応、幹細胞治療、内部汚染物質の除去を
目的とする新規の方法は、いずれ市販化されるようになるだろう。将来的には、これらについても、国家備蓄品として
使用することを検討すべきである。
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アルゼンチンにおける取り組み
　原子力規制庁は、線量評価、環境放射線影響、モデル化、放射線または原子力緊急事態の医療対応の専門家が参加する、
放射線および原子力緊急事態に介入するための常設システムを維持しており、このシステムは24時間運用されている。
原子力緊急事態に対応するための国家計画は更新され、27287 法によって創設された総合災害管理国家システムに統
合されている。その目的は、リスク低減の取り組みを強化・最適化し、危機管理と復旧のための具体的な政策と戦略を
確立することである。

　医療対応は、原子力規制庁と保健省、ブエノスアイレス市自治政府保健省、市民保護事務局、および安全保障省なら
びに総合的リスク・災害管理国家システムを構成する民間機関との間で締結されたいくつかの枠組協力協定に基づいて
いる。

　原子力発電所と原子力規制庁は、KI、Ca DTPA、Zn DTPA、プルシアンブルーを含む重要な取り込み阻害剤とキレー
ト剤を、保存期限に応じて更新可能な国家備蓄として維持している。国家備蓄は、107,500 錠の KI（130 mg）、
1,796 錠の KI（3.2 mg）、724 カプセルの KI（16.25 mg）、6,480 単位のプルシアンブルー、925 アンプルの Ca 
DTPA、720 アンプルの Zn DTPA、600 錠の 2,3- ビス ( スルフィニル ) プロパン -1- スルホン酸と、250 アンプル
の2,3- ビス ( スルフィニル ) プロパン -1- スルホン酸から成る。

ブラジルにおける取り組み
　2014 年、ブラジルの保健省は、化学物質、生物学的物質、放射性物質、核物質による公衆衛生上の緊急事態に備え
た緊急時対応計画を発表した。この計画には、保健省が国家備蓄として定めた医薬品のリストが含まれている。

　原子力緊急事態に備えて、リオデジャネイロ州アングラ・ドス・レイスの原発周辺のリスク集団のために、KI 錠剤
（130 mg）200,000 錠の備蓄がある。この錠剤は保健省によって手配され、地方政府が保管している。KI 錠剤は現
場の原子力緊急時対策計画に則って、他の原発でも利用可能である。約 45,000 の錠剤が、原発周辺に住む作業者と
その家族のために用意され、原発から 3 km 以内に住む作業者の家族にも事前に配布されている。Ca DTPA、Zn 
DTPA、プルシアンブルーの現地備蓄もあり、作業者あるいは緊急時対応要員が事故に巻き込まれた場合に迅速に投与
できるようになっている。

　放射線および原子力緊急事態に備えた国家備蓄の構成は、国家安全保障の問題とみなされる可能性があり、そのため
に、必要な情報の収集が困難である場合もある。この附属書では、いくつかの国における実践例について概説する。こ
れらの例は、国家備蓄を整備しつつある国々にとっても有用であろう。

附属書
国家備蓄の確立と管理における
優れた実践例
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できるようになっている。

　放射線および原子力緊急事態に備えた国家備蓄の構成は、国家安全保障の問題とみなされる可能性があり、そのため
に、必要な情報の収集が困難である場合もある。この附属書では、いくつかの国における実践例について概説する。こ
れらの例は、国家備蓄を整備しつつある国々にとっても有用であろう。

附属書
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優れた実践例
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フランスにおける取り組み
　戦略的備蓄の取得や更新の決定は保健省が行っている。原子力リスクを含む戦略的国家備蓄のための年間取得計画は、
備蓄管理を担当する公衆衛生庁の医薬品部門に送られている。この備蓄計画には、備蓄の更新と達成目標が示されている。
そのため、備蓄の在庫量は定期的に更新される。取得計画には、備蓄の更新と目標レベルも含まれている。

原発事故への対応には以下のようなものがある。
•原発周辺の 20 km 圏内の地域住民と公共施設に対し、情報キャンペーンおよび KI 錠剤（予防用）の無償配布を実施
する

•KIの予備備蓄を全ての部局に用意し、迅速に動員できるようにする。
• 必要に応じて各部門の備蓄品を補充するために、公衆衛生庁でKIの二次備蓄が利用できる。

　内部被ばくのリスクに対応するために、国と地方のプラットフォームに、Ca DTPA とプルシアンブルーの「戦略的」備
蓄がある。さらに、戦略的備蓄品が動員されるまでの初期対応をカバーするため、地域の「戦術的」備蓄が、病院の救急ユニッ
トや移動式救急・蘇生ユニットに配置されている。

ドイツにおける取り組み
　医療用品は、脅威に応じてさまざまなレベルで備蓄されている。放射線・原子力事象については、備蓄は一般的に法
律によって規制されており、連邦放射線防護局によって連邦レベルで調達し、各州が備蓄品を保管し、配布する。法律
には、甲状腺への放射性ヨウ素の取り込みや、その他の放射性核種の体内への取り込みを阻害する薬剤の備蓄が、放射
性核種の体外除去剤の備蓄とともに、含まれている。現在、治療が可能な全人口をカバーする約 1億 9 千万錠の KI 錠
剤（65 mg）の備蓄があり、緊急時には、一人あたり4錠が配布される。

　化学的・生物学的事象を含めた、大量死傷者を招く事態に対応するための一般的な医療用品の備蓄は、州の責任である。
「古典的」備蓄（例えば、創傷被覆材、外科用消耗品、鎮痛剤など）の他に、大規模な化学的事象に備えた解毒剤もい
くつか含まれる。さらに、各病院の薬剤部は、一時的な不足あるいは需要の拡大に備えて、最低でも平均的必要量を 2
週間分備蓄しておくよう、法律で義務づけられている。

　連邦政府レベルにおいて、緊急医療用の消耗品や一部の医薬品を含む、国防用の備蓄が整備されている。250 人の
患者の治療に十分な量（赤がタイプ1用で40%、黄色がタイプ2用で20%、緑がタイプ3用で40%）の製品がパッケー
ジになって保管されており、適切な配布を行うために、複数の病院に配置されている。このリストは公表されており、
最新版には連邦市民保護・災害支援庁からオンラインでアクセスできる。
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日本における取り組み
　放射線または原子力緊急事態に備えた医療対応を行うために、日本各地に、5 つの高度被ばく医療支援センターが設
置されている。

　量子科学技術研究開発機構が主導的な政府機関であり、日本の放射性核種の体外除去剤の国家備蓄センターでもある。
同研究所は、他の国内 4 センターとの協議の上、Ca DTPA、Zn DTPA、プルシアンブルーの備蓄に関わる基本計画
を策定し、国家予算の支援によりこれらのMCMを購入している。この計画により、製造日と有効期限の制約内で、必
要量のMCMが備蓄として維持されている。

　以前は、量子科学技術研究開発機構だけが備蓄を維持していたが、アクチニドによる内部被ばくに際しての速やかな
投与が推奨されるため、放射線緊急時に迅速に使用できるよう、さらに4つのセンターでも備蓄されている。

韓国における取り組み
　国家備蓄は、KI と 3種類の放射性核種の体外除去剤（Ca DTPA、Zn DTPA、プルシアンブルー）が整備されており、
放射線災害対応のために国家予算から購入されている。KI 錠剤は、年齢に応じて適切に投与できるよう、130 mg と
32.5 mgの用量で備蓄されている。この備蓄は、原発から半径30 km圏内の住民に配布するために、地方自治体によっ
て管理されている。現在、KI 錠剤は、身体防護および放射線緊急事態法の改正により、緊急時の緊急配布用と事前配
布用の両方が用意されている。さらに、KI と放射性核種の体外除去剤は、放射線または原子力緊急事態の際に使用す
るために、韓国原子力医学院のWHO協力センターと全国の31ヶ所の指定医療施設によって備蓄・管理されている。

ロシア連邦における取り組み
　放射線事故時の住民防護措置は、連邦法、大統領令と連邦政府令によって規定されている。一般市民向けの緊急事態
用備蓄の内容は、保管時の安全確保と迅速な配布を確保するため、政府によって承認される。

　放射線防護剤の緊急事態用備蓄は、原子力産業や放射性物質を扱う企業に供給するために、連邦医療・生物庁の緊急
事態センターに配備されている。医薬品リストが作成されており、医薬品の備蓄は在庫管理され、原発作業員および緊
急時対応要員の予防・応急処置用の個別キットに保管されている。この放射線緊急事態キットには、外部放射線被ばく
時の緊急防護のためのインドラリン（150 mg、6 錠）、オンダンセトロン（4 mg、4 錠）、KI（125 mg、1 錠）、プ
ルシアンブルー（フェロシン、500 mg、2 錠）が入っている。また、個別の事故用パッケージには、皮膚から化学物
質や放射性核種を除去するための除染剤が入っている。放射線防護剤の成分は、製造を維持する医療関係機関の承認後
に、製造技術に応じて変更されることがある。
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米国における取り組み
　米国の戦略的国家備蓄は 1999 年に開始され、現在は事前準備・対応担当次官補局が監督している。政府は 70 億
ドル以上を医療用品に費やしてきており、供給業者と連携して、公衆衛生上の緊急事態における適切な維持管理と配布
計画を確保している。公開されている備蓄品に関する情報では、成長因子、オンダンセトロンなどの制吐薬、鎮痛剤、
広域スペクトルの抗生物質などの抗菌薬、アシクロビルなどの抗ウイルス薬、抗真菌薬など、放射線及び原子力異常事
象発生時に使用可能な製品が含まれている。他の用途のための製品（例えば、熱傷および爆発、輸液蘇生および外用薬）
も備蓄されている。専門家による定期的な会合が開かれ、備蓄品として利用可能な品目や、備蓄品から除外すべき品目
が再評価されている。2004 年に発行された臨床ガイドラインによれば、1 kT あるいは 10 kT の核爆発後に必要と
なる見込みの医薬品のユニット数を、予測される死傷者数から推定できることが示されている。

　政府は、原子力異常事象に対する公衆衛生と医療対応について、事故発生前（例、事前準備と計画）、直後（24時間以内）
の活動、爆発後数週間、および数か月の行動（初期対応と継続的な対応、ならびに復旧）4つのフェーズを特定している。
被災地域内での通常業務が、何年にもわたって影響を受け得ることが予想される。各フェーズのガイダンスには、対応
内容に応じた部門（一般的準備、緊急事態医療および配布システム、回復と復興）におけるそれぞれのステップが含ま
れている。

　各部門内の活動は、さらに教育、準備、情報、活性化、コミュニケーションに分類されている。米国原子力事故医療
事業の詳細な議論が公開されている。国家備蓄に関連した活動は、対応の 4 つのフェーズすべてに含まれている。準
備行動には、備蓄すべき物品、供給業者アクセスにおける混乱への対処方法、地方や地域内での資源共有（医療施設を
含む）、備蓄からの物品をどう受取し分配するかの計画についての決定が含まれている。実際の事象発生時には、現場
で物品を受け取れるかどうかの確認や、供給業者管理の在庫が、最も必要とする現場に確実に送られるようにすること
に重点が移る。対応の後期段階では、備蓄対応の人員配置や、資源不足に対する検討、連邦備蓄の契約更新の必要性の
検討などが要件になる。事故から数週間後には、備蓄品のレベルと、補充を要する物品の評価などが含まれる。








